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１ 実効性ある温室効果ガス削減対策の実施 

 （提案要求先 総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

気候変動の影響の甚大さと対策の緊急性が改めて浮き彫りになった今、気候変

動対策は大きな転換点を迎えている。既に避けられない気候変化への対応が急務

となっているとともに、世界では、石炭火力発電からの撤退や再生可能エネルギ

ーの大幅な増加など、「1.5℃追求：２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」に向

けた動きが加速している。また、気候変動対策は、「持続可能な開発目標（SDGs）」

を実現するために不可欠なものである。 

平成３０年６月４日の未来投資会議における総理発言でも、令和元年６月に閣

議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」においても、「も

はや気候変動対策は、企業にとってコストではなく、競争力の源泉」との認識が

示されているように、投資家から脱炭素社会への対応力を問われるようになった

企業にとっては、再エネ利用など脱炭素に向けた積極的な取組が実践できる地域

への立地が当該企業の価値を高めることにもつながるようになってきた。 

気候変動の影響の甚大さと対策の緊急性が改めて浮き彫りとなった今、世界は

かつてない変革が求められる歴史的転換点を迎えている。我が国としても、我々

の身近なところで現実化している気候危機を強く認識し、具体的な戦略をもって

実効性ある対策を講じて、気候危機に立ち向かう行動を進めていく必要がある。

気候変動対策における日本のプレゼンスを高めていくためにも、我が国の優れた

環境技術を十二分に活用した実効性ある対策を早急に講じて、温室効果ガスの国

１ 気候変動対策の推進【最重点】 

（１）「1.5℃目標」に貢献する 2050 年までの脱炭素化に向けた野

心的な目標と明確な道筋を設定すること。また、国際社会が進

める脱炭素化に向けた先導的な役割を果たしていくため、規制

的措置を含む総合的な施策を早期に構築すること。施策構築に

当たっては、ＣＯ₂ 排出総量削減義務と排出量取引制度を導入

するとともに、業務ビル対策や中小企業及び家庭での省エネ対

策の促進など、実効性ある対策を実施すること。 

（２）「地球温暖化対策のための税」については、気候変動対策に

おける国と地方の役割分担を踏まえ、地方への十分な財源配分

を行うこと。 
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内での大幅削減を目指すことで脱炭素社会への転換を先導し、世界全体の排出削

減に最大限貢献していくことが必要である。 

このためには、需要家側の省エネ対策の更なる徹底と再生可能エネルギーの主

力電源化など、エネルギー利用のあり方の大幅な見直しを図る必要がある。 

また、「地球温暖化対策のための税」が平成２４年１０月から導入されたが、

税の導入に伴う税収に関し、気候変動対策における国と地方の役割分担を踏まえ

た財源配分が課題となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１） 

ア 「1.5℃目標」に貢献する、遅くとも２０５０年までの脱炭素化に向けた

明確な目標と道筋の設定 

IPCC 特別報告書「1.5℃の地球温暖化」（２０１８年１０月）の内容を踏

まえて、温室効果ガスの排出について、遅くとも２０２０年をピークとし、

２０３０年までに大幅な削減を実現し、２０５０年には全世界で実質排出

ゼロを達成するための野心的な目標の設定と明確な道筋を明らかにするこ

と。特に、再生可能エネルギーの基幹エネルギー化や電化が困難な分野に

おける熱エネルギーの脱炭素化、再生可能エネルギー由来のＣＯ₂ フリー

水素の活用など、脱炭素社会を実現するエネルギー構造転換への具体的道

筋を明らかにすること。 

自らの強い意思表明と具体的施策を礎に、「持続可能な開発目標（SDGs）」

の実現にも寄与する、一層野心的な計画策定を目指すものとし、国際社会

が進める脱炭素社会の実現に向けて先導的な役割を果たしていくこと。 

イ カーボンプライシングなど脱炭素社会実現のための規制的措置を含む総

合的な施策の早期構築 

既存火力発電については、更なる高効率化と脱炭素化を図る必要がある。

このためにも、火力発電所を対象としたＣＯ₂ 排出量の削減義務化や電力

需要家と火力発電所を対象とする国内排出量取引制度等実効性の高い規制

的措置の導入を含む総合的な施策を早期に構築すること。 

ウ 総量削減を中核とする実効性の高いキャップ＆トレード制度の早期実現 

国内排出量取引制度の創設に当たっては、以下の点を実現し、実効性の

高い制度とすること。 

① 原単位規制ではなく、総量削減義務を導入すること。 

② 更なる高効率化と脱炭素化を図るため、直接排出方式により火力発電

所の排出総量を対象とすること。 

③ 事業者単位でなく、事業所単位の制度とすること。 

④ 特に大量の温室効果ガスを排出する事業所を対象とし国が実施する制

度と、それ以下の一定程度の温室効果ガスを排出する事業所を対象とし

地方自治体が実施する制度の二制度を創設し、国と地方がともに積極的

な役割を果たす制度とすること。 

⑤ 東京都のキャップ＆トレード制度や都道府県・政令指定都市が実施し

ている報告書制度など、先行する地方自治体の制度との整合を図ること。 
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⑥ 国内排出量取引制度と整合するよう省エネルギー法及び地球温暖化対

策推進法を改めるとともに、事業所からの報告内容を地方自治体に提供

し、国と地方の効果的な連携を進めること。 

エ 家庭部門等の強化 

①  ライフスタイルやビジネススタイルの転換を促し、より一層の節電を

図るため、不要な広告や店舗の照度、小売・量販店等の営業時間や放送

事業の時間帯の設定等、エネルギー使用のあり方の見直しを関連業界に

働きかけること。 

②  エアコンやテレビ等の家電に電力使用量及びＣＯ₂ 排出量を表示する

機能の標準搭載や、電気・ガスにとどまらず、ガソリンや灯油などの領

収書にＣＯ₂ 排出量を表示するなど、ＣＯ₂ の可視化の取組を促進する

こと。 

③  トップランナー基準を満たした高効率給湯器の普及を飛躍的に促進す

るため、家庭に対する助成制度などにおいて、より一層の財政的措置を

講じること。 

④  家電製品等の製造事業者に対して、製品の工場出荷時の初期設定を省

エネモードとするとともに、省エネモードの設定方法を消費者に分かり

やすく情報提供するよう求める仕組みを構築すること。 

オ オフィスや事業所等における取組 

①  一般社団法人日本建築学会等の提言も踏まえ、過度に照度に偏重しす

ぎている現行の照明設計・基準の考え方から転換し、質の高い照明環境

の形成に向けた新たな基準を設定すること。 

なお、照度基準については、旧照度基準１９７９版の照度範囲（３０

０～７５０ルクス）に戻すとともに、設定照度は、３００～５００ルク

スでの対応を推奨すること。 

②  外気取り入れによる空調設備の無駄な稼動を防ぐため、室内空気中の

ＣＯ₂ 濃度の一律的な管理基準について、省エネルギー・節電の観点か

ら見直しを行うこと。 

③  扉を開け放したまま冷暖房を行っている店舗営業など、明らかに無駄

なエネルギー利用と考えられる行為に対して、エネルギー使用の合理化

を求める仕組みを構築すること。 

④  省エネ法に、ピークシフト行動を評価する仕組みが設けられている

が、今後は、「原単位削減」の観点だけではなく、エネルギー消費量の

削減を更に強化するため、「エネルギー使用総量の削減」の程度を評価

する仕組みの追加も検討すること。 

カ 地球温暖化対策の実現に向けた普及啓発活動の強化 

実効性のある地球温暖化対策を実現するためには、全ての国民及び事業

者が一丸となって取り組む必要がある。地球温暖化対策に対する意識を高

めるため、広く国民及び事業者に対して情報発信するなど、地球温暖化対

策計画に記載した取組について効果的かつ着実に実施すること。 

キ 地方自治体の温室効果ガス排出量算定に必要なデータの確保 

エネルギー供給事業者から自治体へのデータ提供について法的に義務付
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けるなど、各自治体が確実に温室効果ガス排出量算定に必要なデータ提供

を受けられるようにすること。 

（２）「地球温暖化対策のための税」の導入に伴う地方財源の確保等 

地方分権改革との整合性や気候変動対策における国と地方の役割分担を踏

まえ、国と地方で財源を適切に配分し、地方自治体がその地域特性にあった

省エネ施策の推進事業に充当できるようにすること。 
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２ 建築物の脱炭素化の促進 

 （提案要求先 文部科学省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」（平成２７年法律第５３

号。以下「建築物省エネ法」という。）において、平成２９年４月から一定規模

以上の非住宅用途の新築建築物におけるエネルギー消費性能基準への適合義務化

が開始された。 

これにより、建築物の基本的性能としてエネルギー消費性能が位置づけられ、

（１）エネルギー消費性能が建築物の基本的性能に位置付けられた

が、建築物のエネルギー性能にも大きな影響を与える外壁等によ

る熱の損失を防止する性能、いわゆる外皮性能に関する指標につ

いても建築物の基本的性能に位置付けること。 

（２）新築建築物のエネルギー消費性能基準の強化を図るとともに、

エネルギー消費性能をより詳細に把握できるようにすること。 

（３）新築大規模住宅のエネルギー消費性能基準への適合義務化を早

急に導入すること。 

（４）新築建築物への再生可能エネルギー導入義務化を検討するこ

と。 

（５）エネルギー性能の表示制度について、その実効性を担保するた

め、表示の義務化を図ること。 

（６）既存建築物のゼロエミッション化を推進すること。 

（７）国等が所管する教育施設及び医療施設の脱炭素化を推進するこ

と。 

（８）ＬＥＤ照明等の高効率照明の普及目標達成に必要な具体的な取

組を推進すること。 

（９）既設蛍光灯器具へ直管型ＬＥＤランプを取り付ける際の注意点

について、国民に周知徹底すること。 

- 264 -



建築基準法と連動することから建築物のエネルギー消費性能の向上に向けた底上

げ効果が一定程度期待できる。 

一方、建築物省エネ法の一部を改正する法律（令和元年法律第４号）において、

住宅以外の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務化の対象が拡大される

ことになったが、住宅への適合義務化の導入については見送られた。しかし、住

宅におけるエネルギー消費性能向上対策は喫緊の課題であることを踏まえると、

一定規模以上の住宅への省エネルギー適合義務化を導入することが重要である。 

さらに、建築物のエネルギー消費性能は、建築設備だけでなく外皮性能にも大

きく影響を受ける。そのため、建築主等が講ずべき措置として、外皮性能の向上

に係る措置を位置付け、建築物の外皮性能を把握できるようにするとともに、外

皮性能の向上が持つ意義や効果について明確な認識を持てるようにすることが重

要である。また、ＥＵでは既に、エネルギーの性能表示を指令し、多くの国が制

度義務化しており、東京都でも省エネルギー性能評価書やマンション環境性能表

示を義務付けているが、国においても「建築物省エネ法」に基づき、新たに住宅

用途も対象に含めた建築物の省エネルギー性能の表示制度が位置付けられ、平成

２８年４月から適合義務化に先駆けて施行している。しかしながら、この第三者

認証の仕組みも有する表示制度は任意の表示制度となっており、脱炭素化建築物

の普及に向け、こうした表示制度の実効性の担保が必要である。 

また、国は、ＬＥＤ照明等の高効率照明が、２０２０年までにフローで１００

％、２０３０年までにストックで１００％普及することを目標として取組を進め

ている。照明は大きなエネルギー消費割合を占めており、例えば、白熱電球をＬ

ＥＤ電球に置き換えると、約８５％の消費電力削減が可能である。照明のＬＥＤ

化という費用対効果の高い取組により、地球温暖化対策を加速化させる必要があ

る。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）エネルギー消費性能が建築物の基本的性能に位置付けられたが、建築物の

エネルギー性能にも大きな影響を与える外壁等による熱の損失を防止する性

能、いわゆる外皮性能に関する指標についても建築物の基本的性能に位置付

けること。 

「建築物省エネ法」により、平成２９年４月から新築建築物におけるエネ

ルギー消費性能基準への適合義務化が開始されたが、建築設備のエネルギー

性能は、外皮性能にも大きく影響を受けることから、建築主が建築する際に、

エネルギー消費性能と併せて外皮性能を把握できるようするとともに、当該

法令に建築主が取り組むべき外皮性能の向上に関する措置も盛り込むべきで

ある。 

（２）新築建築物のエネルギー消費性能基準の強化とエネルギー消費性能のより

詳細な把握について 

エネルギー消費性能基準を今後も定期的に見直すとともに、引き上げてい

くこと。 

また、複合用途の建築物におけるエネルギー消費量については、建物用途

毎の内訳を明らかにするものとすること。 
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東京をはじめ、大都市では一つの建物に商業用途と住宅用途が存在する大

規模な複合用途の建築物が多く存在する。しかし、省エネルギー計画書では

建物全体のエネルギー消費量しか把握できない様式になっている。こういっ

た建築物に関しては、建物全体のエネルギー消費量のデータだけでなく、建

物用途ごとのデータを把握することも省エネを推進するには不可欠である。 

建築物の省エネルギー性能を判断するため、「建築物省エネ法」では、一

次エネルギー消費量により行っているところである。建築物のエネルギー性

能を飛躍的に高めていくためには、積極的にあらゆる再生可能エネルギーを

利用していくことが不可欠である。しかしながら、現在の一次エネルギー消

費量の算定プログラムでは、太陽光による発電量の反映にとどまり、自然通

風や自然採光の利用などの建築的手法を含めた積極的な再生可能エネルギー

の活用を反映することができない。国は、再生可能エネルギーの積極導入に

向け、一次エネルギー消費量の算定に、再生可能エネルギーの利用を反映す

るための評価方法を開発し、活用できるようにすること。 

（３）新築大規模住宅のエネルギー消費性能基準への適合義務化について 

建築物省エネ法の一部を改正する法律（令和元年法律第４号）において、

住宅以外の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務化の対象が拡大

（２千㎡以上から 300 ㎡以上）されることになった。しかし、住宅への拡大

については、省エネ基準への適合率が比較的低い水準にとどまっているため、

適合義務制度導入により市場の混乱を引き起こすことが懸念されること等か

ら、適合義務化導入が見送られた。 

住宅におけるエネルギー消費性能向上対策は喫緊の課題であることを踏ま

えると、一定規模以上の住宅への省エネルギー適合義務化を早期に導入する

べきである。 

（４）新築建築物への再生可能エネルギーの導入義務化を検討すること。 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度や低炭素建築物の認定制度が開始

されたが、令和１２年度までにＺＥＢやＺＥＨを実現していくためには、断

熱や日射遮蔽性能等の建築設備の省エネの推進に加え、オンサイト（＝需要

側）での、太陽光・太陽熱等の再生可能エネルギーの導入が不可欠である。

新築建築物における再生可能エネルギーの導入については、各種必要設備等

設置後の余剰スペースへの導入を検討するにとどまり、導入には消極的にな

っている。再生可能エネルギーの普及・導入のためには、義務化に向けた取

組を進めていくべきである。 

（５）エネルギー性能の表示制度について、その実効性を担保するため、表示の

義務化を図ること。 

国は、平成２８年４月から一次エネルギー消費量の指標を活用し、建築物

の省エネルギー性能表示制度を新たに開始したところであるが、この制度は、

第三者認証による任意の表示制度となっている。建築物の取引において、建

築物の省エネルギー性能が比較検討できるようにしていくためには、比較対

象となるあらゆる建築物に表示が行われていることが不可欠である。本制度

の表示についても「建築物省エネ法」の中で義務付けること。 

（６）既存建築物のゼロエミッション化の推進 
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ア 既存大規模事業所におけるゼロエミッション化の推進 

  既存の大規模事業所に対し、総量削減を中核とする実効性の高いキャッ

プ＆トレード制度を早期に実現することで、更なる省エネや再エネ利用拡

大を促進し、既存建築物のゼロエミッション化を図ること。 

イ 中小規模事業所における省エネルギーの進展を促す評価指標の見直しに

当たっての検討 

経済産業省におけるベンチマーク制度の見直しに当たっては、環境性能

が高く良好なマネジメントがなされている建築物が高く評価される指標と

なるよう検討すること。 

 ウ 既存建築物における環境価値評価の普及促進 

世界的にＥＳＧ投資の動きが強まる中で、既存建築物のゼロエミッショ

ン化に向けた投資を喚起していくことが重要である。このため、事業所ご

とのＣＯ₂ 排出実績等のデータを保存する自治体と連携を図りながら、既

存建築物の運用段階に着目した環境認証の仕組みを構築するなど、グリー

ンファイナンスを通じたゼロエミッション化を促進すること。 

また、環境価値評価である CASBEE、BELS、都のカーボンレポートなどを

「建築物の環境価値評価に関する事項」として宅地建物取引業法で定める

重要事項説明に追加することや、国等の事業所が民間ビル等に入居する際

の基準とするなど活用に努めること。 

さらに、ホテル等を対象とした環境認証の仕組みであるエコマーク認証

の普及拡大を図ること。 

エ グリーンリースの普及拡大 

ビルオーナーとテナントの双方が協働して、テナントビルのエネルギー

消費低減に取り組むグリーンリースを普及させるため、国土交通省は、平

成２８年２月にグリーンリース・ガイドを作成した。国は、不動産関係団

体と連携して優良事例やその有効性を広くビルオーナー等に周知しグリー

ンリースの普及拡大を図ること。 

（７）国等が所管する教育施設及び医療施設の脱炭素化の推進 

国等が所管する教育施設、病院等について、それぞれの施設に求められる

機能を確保した上で、省エネ化が大きく進む設備改修が促進されるよう予算

措置を行うこと。特に、国立大学法人又は独立行政法人については、国が監

督官庁として積極的に関与し、事業者の模範となるよう率先して教育及び医

療施設の脱炭素化を図ること。 

（８）ＬＥＤ等の普及目標の確実な達成に必要な取組の推進 

エネルギー基本計画（平成３０年７月）及び地球温暖化対策計画（平成２

８年５月）で掲げるＬＥＤ照明等の高効率照明の普及目標達成に必要な具体

的な取組を推進すること。 

また、ＬＥＤ照明化は、費用対効果の高い対策であるが、導入時の一時的

な費用負担が大きいことが普及を妨げる要因となっている。更なる普及促進

のため、必要な財政支援を実施すること。 

（９）直管型ＬＥＤランプの安全性の確保 

直管型ＬＥＤランプの既設蛍光灯器具への交換取付けは、事業所において
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取り組みやすい省エネ対策である。 

一方、直管型ＬＥＤランプは、様々なメーカーが製品を提供しており、既

設の蛍光灯器具に合わない直管型ＬＥＤランプを装着して、発火、発煙、過

熱等の事故が発生するケースもある。このため、既設の蛍光灯器具に直管型

ＬＥＤランプを取り付ける際の注意点について、国民に周知徹底すること。 

 

 

３ 自動車からの温室効果ガス排出量削減対策の推進 

 （提案要求先 経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

（１）乗用車（特に重量の重い車種）について、自動車メーカーが

率先して更なる燃費向上を進めるインセンティブが働く燃費

基準を導入すること。 

（２）自動車の燃費の評価に当たっては、カーエアコン等の電装品

も含めた自動車総体として評価すること。 

（３）車両総重量３．５トン超の重量車について、次期燃費基準を

達成する車両が早期に市場投入されるよう、自動車メーカーに

働きかけること。 

（４）事業者等のエコドライブを評価できる仕組みの構築に努める

こと。 

（５）重量車や小型貨物自動車について、ハイブリッド車の車種の

拡大や燃費の更なる向上を、自動車メーカーに働きかけるこ

と。また、このようなＣＯ₂ 排出量の少ない自動車へのシフト

を促す税制や各種優遇制度の充実を図ること。 

（６）自動車から公共交通機関への転換を促進するため地域の特性

に応じた取組への助成を行うとともに、物流におけるモーダル

シフトの推進策を講じること。 

（７）自動車メーカーによる不正行為の抑止と再発防止に向けて、

自動車型式指定制度を適正かつ厳格に運用すること。 
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＜現状・課題＞ 

 自動車交通に起因するＣＯ₂ 排出量は、我が国の総排出量の約１５％を占め、

その削減は、気候変動対策として極めて重要である。 

（１）我が国では、昭和５４年にガソリン乗用車の燃費基準値が初めて策定され、

またその後の基準強化等により、自動車の燃費は大幅に向上した。 

しかし、乗用車について、令和２年度燃費基準から採用されている企業別

平均燃費基準方式（ＣＡＦＥ方式）では、車両の重量区分毎の燃費目標値を

各自動車メーカーの出荷台数実績で加重調和平均したもの（ＣＡＦＥ基準値）

としているが、この方式を用いると、小型・軽量車に比べ燃費の劣る重量の

重い車を多く扱う自動車メーカーのＣＡＦＥ基準値は、小型・軽量車を多く

扱うメーカーに比べ甘いものとなり、自動車の小型・軽量化を進めるインセ

ンティブが働きにくくなっている。 

そのため、自動車からのＣＯ₂ 排出総量を削減するため、車両の軽量化を

促すことなどを目的とし、特に重量の重い自動車については、燃費を向上さ

せる燃費基準を導入することが必要である。 

（２）現行の制度における燃費の測定・評価は、カーエアコンやカーナビなどの

自動車に標準装備となっている電装品を稼動させず、自動車本体を対象に行

われている。実効性のある燃費評価のためには、電装品等の影響を含めた自

動車総体の燃費評価が必要である。 

（３）車両総重量３．５トン超のトラック・バスについては、国土交通省及び経

済産業省が、「交通政策審議会陸上交通分科会自動車部会自動車燃費小委員

会」及び「総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省

エネルギー小委員会自動車判断基準ワーキンググループ」合同会議による重

量車の次期燃費基準に関するとりまとめに基づき、平成３１年３月２９日に

重量車の新しい燃費基準を策定・公表した。 

今後、次期燃費基準の目標年度である２０２５年度を目途に基準を達成す

る車両の市場投入が見込まれるが、重量車からのＣＯ₂ 排出量削減に向けて、

更なる早期の市場投入が必要となる。 

（４）都は平成２４年度から、エコドライブに努める貨物運送事業者を評価する

「東京都貨物輸送評価制度」を実施し、個々の自動車の燃費管理やトラック

運転手へのエコドライブの意識付け等が、自動車からのＣＯ₂ 排出量削減に

大きな効果があることが判明している。こうした事業者によるエコドライブ

の取組が更に広まるよう、取組を支援する仕組みが必要である。 

（５）重量車や小型貨物自動車からのＣＯ₂ 排出量削減のためには、ハイブリッ

ド車の普及や燃費の向上が必要である。そのため、自動車メーカーが、これ

らハイブリッド車の車種の拡大や燃費の向上に取り組むよう働きかける必要

がある。 

（６）鉄道等へのモーダルシフトについては、大手の貨物運送事業者（大口貨物）

による取組は進んでいるが、中小事業者等にとっても取り組みやすい施設整

備等への支援や仕組みづくりを行い、引き続きモーダルシフト推進のための

取組が必要である。 
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（７）平成２８年度、国内自動車メーカーが、本来の燃費値よりも良い値とする

ために、燃費・排出ガス試験において設定する走行抵抗値を法令で定めた試

験方法と異なる不正な方法で算出し、国に提供していたことが発覚した。 

これは、我が国の燃費基準等の信頼性の根幹を揺るがす事態であり、自動

車環境行政及び自動車業界の国際的な信頼失墜につながりかねない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）乗用車起源のＣＯ₂ 排出総量を削減するため、乗用車の燃費基準に示され

た平均燃費規制において、車両重量化の抑制や重量がかさむ車両の一層の燃

費改善を促すよう、車両の重量区分毎の燃費目標値を、各自動車メーカーの

出荷台数実績で加重調和平均したものをＣＡＦＥ基準値とするのではなく、

全社共通の燃費基準値を設定すること。 

それにより難い場合は、車両の重量区分毎ではなく、米国でも採用されて

いる車両の大きさ（フットプリント、軸距と輪距の積）に応じた燃費目標値

を定めること。 

（２）カーエアコンやカーナビなどの自動車に標準装備となっている電装品を稼

動させないで燃費の測定、評価を行う現行の制度を改め、自動車本体だけで

なく、電装品等の影響を含めて燃費を向上させる評価制度とすること。 

（３）車両総重量３．５トン超のトラック・バスについて、次期燃費基準を達成

する車両が早期に市場投入されるよう自動車メーカーに働きかけること。 

（４）国は、自動車の燃費や燃料使用状況を自動で取得し保存することができる

車載装置等の導入や、エコドライブによるＣＯ₂ 排出量の削減に取り組む事

業者等が社会的、経済的に評価される仕組みを構築すること。 

（５）トラック・バスなどの重量車や、事業者が多く使用するバンやワンボック

スタイプなどの小型貨物自動車について、ハイブリッド車の車種の拡大や実

燃費が更に向上されるよう、自動車メーカーに対して働きかけること。また、

このような自動車へシフトをすることが、経済的にもメリットをもたらすよ

う、ＣＯ₂ 排出量がより少ない自動車ほど優遇される税制の構築を進めると

ともに、導入補助制度の拡充や道路利用料金の割引などの優遇措置を講じる

こと。 

（６）自動車から、公共交通機関への転換を進めるため、地域の特性に応じた取

組に対する助成を行うこと。 

また、物流における共同配送や自営転換、鉄道等へのモーダルシフトを推

進していくため、中小・零細事業者でも取り組みやすい仕組みづくりや大都

市での実効的な施策の推進に資するよう十分な助成額の確保等を行うこと。 

（７）走行抵抗値をはじめ、自動車の指定審査時にメーカーから提供される基礎

情報を厳正に審査することなど、認証制度を適正かつ厳格に運用するととも

に、自動車メーカーに対して抜き打ち検査を実施するなど、不正行為防止の

実効性を担保すること。 

また、不正行為を行った自動車メーカーに対して、罰則の厳格な適用を行

うこと。 
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４ 分散型エネルギーの導入とエネルギーマネジメントの推進 

（提案要求先 経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

気候変動問題に適切に対処しながら経済成長も両立するスマートエネルギー都

市の実現に向けて、需給両面の取組を進めることが不可欠である。 

供給面の取組では、都外からの電力供給のみに頼るのではなく、太陽エネルギ

ー等の再生可能エネルギー、コージェネレーションシステム等の低炭素かつ高効

率な電源の普及拡大などにより、更なるエネルギーの低炭素化と首都東京のエネ

ルギーセキュリティを高める取組を進めていく必要がある。 

需要面の取組では、省エネ対策に加え、デマンドレスポンスやピーク時間帯の

電力需要を抑えるなど、電力の供給状況を踏まえながら需要を無理なく効率的に

制御するエネルギーマネジメントの取組を推進していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）非常時のエネルギー供給体制の整備 

都市開発の機会を捉えてコージェネレーションシステム（ＣＧＳ）を導入

し、エネルギーの面的な利用によって都市の低炭素化と災害時の業務継続性

を確保する取組に対し、継続的な支援を行うこと。 

（２）蓄電システムの普及 

蓄電システムは、非常時の電源として活用できるほか、太陽光発電システ

ムとの連携により、建物や地域でのエネルギーの自家消費拡大にも有効であ

る。 

国は、蓄電システムの導入促進に向けて継続的な支援策を講じること。 

（３）エネルギーマネジメントの促進 

再生可能エネルギーの大量導入を見据えた家庭や事業所、地域でのエネル

ギーの有効利用を促進するため、ＩＣＴ等も活用したエネルギーマネジメン

トの取組を継続的に支援すること。 

（１）コージェネレーションシステム（ＣＧＳ）の導入など、災害

時の業務継続も想定したエネルギー供給体制を整備する取組

を支援すること。 

（２）蓄電池システムの普及を着実に進めるため、導入を促進する

継続的な支援策を講じること。 

（３）地域でのエネルギーマネジメントの取組を継続的に支援する

こと。 
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（提案要求先 経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・交通局） 

 

＜現状・課題＞ 

（１）自動車から環境へ及ぼす影響は、いまだに大きい。 

自動車交通に起因するＣＯ₂ 排出量は、我が国の総排出量の約１５％を占

めており、また、いまだに環境基準を達成できないＰＭ２．５や光化学オキ

シダントの原因物質であるＮＯｘやＶＯＣを排出しているなど、自動車の環

境対策は、気候変動対策や大気汚染対策として必要不可欠である。 

   その根本的な解決に向けて、電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハ

イブリッド自動車、いわゆるゼロエミッションビークルの普及は重要となる。

国においては２０３０年における乗用車新車販売に占める電気自動車、プラ

グインハイブリッド自動車の割合を２０～３０％、燃料電池自動車を最大３

％にするとしている。こうした中、都においては、２０３０年におけるゼロ

エミッションビークルの乗用車新車販売に占める割合を５０％まで引き上げ

ることを目指している。しかし、２０１９年における都内の販売実績は、約

１．９％にとどまっている。 

   また、バスについても、国では２０３０年度までに燃料電池バス１,２００

台の導入、都では２０３０年にゼロエミッションバス３００台以上の導入や

小型路線バスの新車販売の原則ＺＥＶ化を目標としているが、２０１９年度

末時点では、都内の燃料電池バス導入台数は４３台、ＥＶバス導入台数は１

０台程度にとどまっており、国産の大型ＥＶバスは市販されていない状況に

ある。 

（２）ゼロエミッションビークルは、車種展開が進んでいない分野もあることや

電気自動車の航続距離の問題など、普及に当たっての技術的課題が多く見受

けられることや、車両価格も同クラスの通常エンジン車やハイブリッド自動

車と比較して高価である。 

   また、バスなどの大型車は、より価格差が大きい状況にある。 

（３）２０１８年１１月に東京都が実施した「ゼロエミッション東京の実現に向

けた自動車利用に関する世論調査」においては、電気自動車等についての心

２ ゼロエミッションビークルの普及促進【最重点】 

（１）ゼロエミッションビークルの普及に向け、優遇制度の拡充や

規制的手法の導入など、より積極的な政策展開を行うこと。 

（２）ゼロエミッションビークルの技術開発、価格低減が促進され

るよう、国からも自動車メーカーに働きかけること。 

（３）ゼロエミッションビークルのエネルギー供給インフラ整備の

促進を図ること。 
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配事で充電・燃料補給の「インフラ不足」を挙げる人が４５％で最多であっ

た。ゼロエミッションビークルの普及に向けては、充電設備や水素ステーシ

ョンの整備を促進し、インフラ不足に対する不安を払拭することが重要であ

る。 

都市部ではマンション等の集合住宅の居住者が多いが、充電設備の普及率

は低く、特に既存の集合住宅では、導入に当たり管理組合の合意が必要とな

り、費用負担等に課題がある。また、営業車やバス・貨物車のゼロエミッシ

ョン化を進めるためには、営業所等に充電設備を設置することが必要である

が、設置工事費が多額になることもあり、設置が進んでいない。このほか、

ＥＶバスで現行の路線バスと同様の運用を行うためには、より短時間での充

電を可能とする技術開発や環境整備が求められる。 

加えて、商業施設や時間貸しの駐車場等に設置されている充電設備の数は、

施設数に対して非常に少ない。 

また、燃料電池自動車は、水素ステーションにおいて短時間で充填できる

メリットがあるが、水素ステーションは各種規制や、設備が高額なことなど

から、普及が十分に進んでいない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）ゼロエミッションビークルへシフトをすることが、経済的にもメリットを

もたらすよう、補助額や車種の拡充、道路利用料金の割引などの優遇措置を

講じること。 

また、将来的にガソリン車やディーゼル車の販売禁止を検討する等、世界

的にゼロエミッションビークルを強制的に導入する政策を行う動きもあるこ

とから、我が国においても規制的手法の導入等も検討するなど、より積極的

な政策展開を行うこと。 

（２）革新的なバッテリーの開発、車種展開の拡大、メーカー間の部品等の共用

化など、自動車メーカーに対して、技術開発や価格低減が進むよう、国から

も働きかけを行うこと。 

（３）電気自動車の充電設備や水素ステーションなど、ゼロエミッションビーク

ルのエネルギー供給インフラの整備を図ること。 

集合住宅や営業所等、夜間など自動車が使用されない際には必ず駐車され

ている、自動車の使用の本拠となる場所への充電設備の設置を促進すること。 

集合住宅においては、「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のた

めの充電設備設置に当たってのガイドブック（平成２９年６月改訂）」等を

踏まえ、費用分担の考え方や運用ルール作り等の参考となる事例等を一層周

知することや、設置に係る補助制度の見直しなど、集合住宅の特性を踏まえ

た取組を推進すること。 

加えて、商業施設や時間貸しの駐車場等、パブリックな場所における充電

設備導入促進のための取組を推進するとともに、国有施設への充電設備導入

を促進すること。 

また、水素ステーションの整備促進に向けて、必要な規制緩和を行い、財

政支援を継続するとともに、支援対象の拡大などを図ること。 
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 （提案要求先 内閣府・経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

パリ協定の発効以降、世界的に脱炭素社会の実現に向けた気運が高まっている

中、先進諸国を中心に大幅な温室効果ガスの削減に加え、再生可能エネルギーに

ついても、これまで以上に高い中期目標を掲げる動きが広がっている。 

また、企業においても RE100 等、再生可能エネルギーを積極的に調達しようと

する動きが急速に高まっている。 

令和元年６月に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦

略」においても、「再生可能エネルギー（太陽光、風力、地熱、水力、木質バイ

オマス等）については、国内の価格を国際水準並みに引き下げ、固定価格買取（FIT）

制度からの自立化を図り、我が国のエネルギー供給の一翼を担う長期安定的な主

力電源として持続可能なものとなるよう、円滑な大量導入に向けた取組を引き続

き積極的に推進していく。」との方向性が示されている。国は、早急に再生可能

３ 再生可能エネルギーの本格的な普及拡大【最重点】 

（１）「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」を実現するための

意欲的な再生可能エネルギーの導入目標を設定し、導入拡大を

最大限加速させること。 

（２）再生可能エネルギーの利用拡大に向けた電力系統の運用改善

・強化整備を図ること。 

（３）再生可能エネルギーの継続的な利用・導入拡大に必要な制度

等を整備すること。 

（４）島しょ地域における再生可能エネルギーの大量導入の実現に

向けた必要な措置を行うこと。 

（５）海洋エネルギー等の開発・利用に必要な措置を講じること。 

（６）再生可能エネルギー熱利用促進に必要な実効性の高い全国的

な普及策を構築すること。 

（７）環境に配慮した電力選択の喚起及び消費者保護に必要な措置

を行うこと。 

（８）使用済太陽光発電設備の３Ｒ対策を講じること。 
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エネルギーの意欲的な導入目標を改めて設定する必要がある。 

平成２４年７月から電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法（平成２３年法律第１０８号）に基づく固定価格買取制度（以下「Ｆ

ＩＴ制度」という。）が施行され、全国的な再生可能エネルギーの普及により、

ＣＯ₂ 排出抑制、エネルギー自給率向上や化石燃料の節約のほか、地域経済活性

化や雇用創出効果など国内経済への波及効果を生んでいる。 

一方、発電コストは国際水準と比較して依然高い状況にある。 

加えて、全国的に系統制約が顕在化するなど、再生可能エネルギーの導入拡大

に向けた様々な課題が明らかになっている。特に、太陽光発電設備は、余剰電力

買取制度及びＦＩＴ制度の創設を端緒に、我が国で導入量が急速に伸びており、

寿命を迎える２０４０年前後に、廃棄物として大量に排出されることが見込まれ

ている。設備の中の太陽光パネルには、鉛などの有害物質を含有しているものも

あり、その処分費が比較的高額になるため、経営基盤が強固でない発電事業者が

使用済みの太陽光パネルを放置するなどの不適正な処理を行う懸念がある。 

さらに、再生可能エネルギーによる熱利用は、支援策が不十分であるため普及

が進まず、再生可能エネルギーのポテンシャルが十分活用できる状況にはない。 

また、消費者の取組として環境に配慮した電力選択を喚起するとともに、国や

電気事業者は、適切な情報発信と消費者ニーズに即した情報提供を行うべきであ

る。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」を実現するための意欲的な再生

可能エネルギーの導入目標の設定 

国は、第５次エネルギー基本計画（平成３０年７月策定）において、再生

可能エネルギーを主力電源として位置付け、最大限導入する方針を示してい

るが、再生可能エネルギーの導入目標については、太陽光発電や風力発電等

の導入が国の目標を上回るペースで進んでいるにもかかわらず、現行どおり、

２０３０年度に２２～２４％で据え置いたままである。さらに、パリ協定に

基づく成長戦略としての長期戦略において「２０５０年までに８０％の削減

に大胆に取り組む」とされたが、再生可能エネルギーについての具体的・意

欲的な目標設定はなかった。 

「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」の脱炭素社会を実現するために

は、国レベルでの再生可能エネルギー施策の強化が極めて重要である。国際

的な発電コストの低下や急速な普及を踏まえた意欲的な目標を改めて設定

し、再生可能エネルギーの導入拡大を最大限加速させること。 

さらに、再生可能エネルギー大量導入時代を見据え、エネルギー調整力と

して有望な水素の活用を推進すること。また、電化が困難な分野における熱

エネルギーの脱炭素化も進めること。 

（２）再生可能エネルギーの利用拡大に向けた電力系統の運用改善・強化整備 

再生可能エネルギーの導入拡大に当たっては、系統の空き容量不足による

接続拒否や高額な系統増強費用の請求による事業断念、接続可能となっても

出力抑制を課せられるなど、全国的に系統制約が顕在化している。 
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これら再生可能エネルギー導入の阻害要因を取り除くため、以下の内容に

ついて検討を行い、電力系統の運用改善、強化整備を図ること。 

① 既存系統の最大限の活用 

系統を増強するためには、多額の費用と時間を伴うことから、まずは既

存系統を最大限に活用することが重要である。 

現在、日本版コネクト＆マネージの検討・実施等により既存系統の活用

が進められているが、再生可能エネルギーの優先接続を図るなど、再生可

能エネルギーの積極的な導入に向けた制度設計を行うこと。 

また、水力や蓄電池など調整電源の一層の活用、太陽光や風力などの変

動特性の把握や気象情報を用いた発電出力予測の活用などの系統運用技術

と合わせ、既存系統を最大限に活用すること。 

② 広域的な電力融通の実現 

九州地方・東北地方等においては、太陽光発電や風力発電など再生可能

エネルギーの発電量が地域の需要を上回る状況もあり、地域内の電力需給

を一致させるため、無制限・無保証の再生可能エネルギーの出力抑制が課

せられる。 

電力需給調整を局所的な運用に止めず、東北東京間連系線等、地域間連

系線の活用など、日本全体として広域的な電力融通を図ることで出力抑制

を最小化すること。 

③ 系統設備の整備 

長期的に再生可能エネルギーの導入拡大を図るためには、一定の系統の

増強及び更新投資が必要となる。 

系統増強に当たっては現状、発電事業者等の原因者への特定負担も生じ

るが、社会的インフラを整備する観点を踏まえ、特定の者に過度に負担を

強いることなく、再生可能エネルギーの導入が促進されるように措置を講

じること。 

（３）再生可能エネルギーの継続的な利用・導入拡大に必要な制度等の整備 

再生可能エネルギーの継続的な利用・導入拡大を推進するためには、ＦＩ

Ｔ制度の着実な運用と適切な見直しを図るとともに、ＦＩＴ制度の買取期間

の終了後も見据えた適切な環境整備を行う必要がある。ついては、以下の必

要な措置を講じること。 

① ＦＩＴ制度における入札制度の改善 

ＦＩＴ制度の買取価格の低減を目的に、平成２９年度から大規模太陽光

発電設備、平成３０年度には大規模バイオマス発電設備に対する入札制度

が導入されたが、入札条件である系統接続に係る手続や高額な保証金の負

担などを理由として、入札を辞退する事業者が多く存在している。今後の

入札実施に当たっては、こうした課題の改善を図り、事業者の開発意欲が

削がれないよう十分に配慮すること。 

また、入札対象範囲を拡げる場合には、電源ごとの導入実態を考慮した

うえで、適切な制度設計を行うこと。 

② ＦＩＴ制度の抜本的な見直し 

２０２０年度末までに行われるＦＩＴ制度の抜本的な見直しの検討で
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は、一部の電源について、「競争力ある電源への成長が見込まれる電源」

として、ＦＩＰ（Ｆｅｅｄ ｉｎ Ｐｒｅｍｉｕｍ）制度の導入が検討さ

れているが、検討にあたっては、再生可能エネルギー電源の導入促進が阻

害されないよう、電源ごとの状況を考慮した上で、適切な制度設計を行う

こと。 

また、「地域で活用され得る電源」に関し、地方自治体の防災計画等へ

の位置付けを要件化する検討が進められていることから、こうした要件化

で再生可能エネルギーの導入が抑制されないよう適切な制度設計を行うこ

と。 

③ ＦＩＴ制度買取期間終了後の対応 

令和元年１１月以降、住宅用太陽光発電の買取期間の順次満了を契機と

して、蓄電池等と組み合わせた自家消費利用を促進するなど、再生可能エ

ネルギーの継続利用が損なわれないよう適切な措置を講じること。 

また、住宅用太陽光発電設備を設置した需要家が、買取期間終了に伴う

環境変化に対応できるよう、官民一体となって広報、周知の徹底を図るこ

と。 

  ④ エネルギー供給構造高度化法※における中間評価の基準設定等について 

中間評価の基準の設定に当たっては、新電力と旧一般電気事業者の公平

な競争環境の確保に留意しつつ、再生可能エネルギーの利用が促進される

よう適切に設定すること。また、中間評価の基準の達成状況について、小

売電気事業者ごとの結果の公表を行うこと。 

あわせて、小売電気事業者が再生可能エネルギー電源を調達しやすい環

境及び再生可能エネルギー電源の調達が社会的に評価される仕組みの整備

を進めること。 

※エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネル 

ギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成２１年法律第７２号） 

⑤ 税制優遇措置の強化 

再生可能エネルギーの更なる利用・導入拡大のため、再エネ高度化投資

促進税制の対象設備に太陽光発電や風力発電等を含める等、税制優遇措置

を強化すること。 

⑥ 太陽光発電設備の適切な保守・メンテナンス体制の構築 

保守・メンテナンスや施工の不良等による太陽光発電の発電量低下や途

絶が生じることのないよう国は、設置状況や事故事例の実態を把握し、関

係業界と連携を図りながら、長期にわたる安定的な発電の維持に必要な体

制を構築するとともに、その重要性について、施工業者や設置者に対し、

適切な情報発信を行うこと。 

（４）島しょ地域における再生可能エネルギーの大量導入の実現 

島しょ地域は、電力需要が小さく、電力系統へ接続できる再生可能エネル

ギーの量が限られている。ＣＯ₂ を排出しないゼロエミッションアイランド

の実現に向け、系統への接続可能量拡大のための技術検討や実証の促進、再

生可能エネルギーの大量導入に必要な支援策を講じること。 

また、再生可能エネルギーの長期保存による季節間の電力変動への対応技
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術である水素蓄電の導入に向けた必要な支援策を継続すること。 

（５）海洋エネルギー等の開発・利用に必要な措置 

波力発電など新たな海洋エネルギーや洋上風力発電の開発について、エネ

ルギー関係技術開発ロードマップに沿って着実に推進すること。 

また、海洋エネルギー等による電力を系統に接続するための海底送電ケー

ブルなどのインフラ整備を支援すること。 

（６）再生可能エネルギー熱利用促進に必要な実効性の高い全国的な普及策の構  

築 

再生可能エネルギー熱市場の活性化のため、イギリスなど海外の先進事例

も参考に、太陽熱や地中熱などの再生可能エネルギー熱利用を全国的に促進

する本格的な支援制度を創設すること。 

（７）環境に配慮した電力選択の喚起 

電力小売全面自由化以降、ビジネスモデルが多様化する中、消費者が電力

選択をするに当たり十分な情報を得ることができる環境整備が必要となって

くる。 

国は消費者に対し、電力小売自由化の仕組みについて、分かりやすく、正

確な情報発信を行うとともに、電気事業者に対しては、供給する電気の電源

構成について契約時に消費者へ説明する等、積極的に情報公開が行われるよ

う、必要な措置を講じること。 

（８）使用済太陽光発電設備の３Ｒ対策 

太陽光発電設備の廃棄適正化に向け、総合資源エネルギー調査会のワーキ

ンググループで廃棄費用を担保する制度について検討され、既に太陽光発電

事業者に対して廃棄費用を外部積立させる方向性が示されているが、具体的

な制度設計に当たっては、使用済太陽光発電設備の適切な処理が行えるよう、

算定根拠を明らかにした上で、適切な積立金の水準を設定すること。 

また、発生抑制及び資源の循環利用の観点から、太陽光パネルのリユース

及びリサイクルを促進する対策を講じること。 
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 （提案要求先 消防庁・経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・交通局・都市整備局） 

４ 水素社会の実現に向けた着実な取組【最重点】 

（１）「水素基本戦略」及び「水素・燃料電池戦略ロードマップ」

について、脱炭素社会の実現に向けた具体的な取組を着実に推

進すること。 

（２）水素を利用する意義や水素の安全性等に関して、更なる普及

啓発を図ること。 

（３）燃料電池自動車や定置用燃料電池等の普及促進及び水素ステ

ーションの早期整備のため、複数年度にまたがる継続的かつ柔

軟な財政支援を行うとともに、支援対象についても拡大を図る

こと。とりわけ、中小企業に配慮すること。 

また、まちづくりにおける水素エネルギー活用のためのイン

フラ整備等に必要な財政支援を継続すること。 

（４）燃料電池バス等の普及のため、購入等に対する財政支援を継

続的に行うこと。 

特に、「再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進

事業」における燃料電池バス車両導入において、前年度までに

導入した実績のある団体についても、補助率を２分の１にする

とともに、燃料電池バスに対する補助の予算規模を拡大できる

よう、十分な財源の確保を行うこと。また、導入後の負担増に

対する支援に取り組むこと。加えて、燃料電池タクシー車両導

入への補助率についても、２分の１にすること。 

さらに、バス専用水素ステーションの整備を促進するため、

複数年度にまたがる継続的かつ柔軟な財政支援を行うととも

に、車庫内等における水素ステーション整備についても、財政

支援を行うこと。 
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＜現状・課題＞ 

国の成長戦略にも位置付けられている水素エネルギーを本格的に利活用する

社会を早期に実現することは、資源小国である我が国にとって極めて重要である。 

水素は利用の段階で水しか排出せず、エネルギー供給の多様化や非常時対応な

ど、多くの優れた特徴を有している。燃料電池や燃料電池自動車等の水素関連技

術は、運輸・家庭・業務産業など様々な分野での省エネ化に寄与するほか、水素

は大規模・長期間のエネルギー貯蔵が可能であり、今後再生可能エネルギー由来

電力が大量導入された際の調整力としても有望である。 

脱炭素社会を実現するためには、再生可能エネルギーの基幹電源化に加え、再

生可能エネルギー由来ＣＯ₂ フリー水素を脱炭素社会実現の柱とし、本格活用す

る必要がある。 

こうした中、平成２９年３月から都営バスにおいて燃料電池バスが導入され、

令和元年度末時点では、都営バス３８台、民間事業者５台、計４３台が導入され

（５）水素ステーションの整備促進に向けて、「規制改革実施計画」

等に基づき、公道と水素充填設備との保安距離規制や使用可

能な材質の拡大等の更なる緩和を進めるなど、必要な措置を

着実に推進すること。 

 また、技術開発の動向も踏まえ、必要な規制緩和を検討する

こと。 

（６）水素業務に従事する人材の育成及び確保に向けて、保安監督

者の資格取得機会拡大及び実務経験を積む機会の更なる確保

等、国として支援策等を講じること。 

（７）ＣＯ₂ フリー水素の供給システムの確立に向けて、国として

先導的な役割を果たすこと。 

また、東京 2020 大会開催時における選手村等や、大会関連

以外での福島県産再生可能エネルギー由来ＣＯ₂ フリー水素

の活用に向けて、国として支援策を講じること。 

（８）選手村地区において実施する水素の利活用について、施設整

備に向けた補助制度の拡充を実施すること。 
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ている。 

このような流れを止めることなく、水素エネルギーの普及拡大を図ることが求

められている。 

東京 2020 大会は、日本と東京の変革の好機であり、これを契機に水素の普及

拡大を図ることで、我が国の高い技術を世界にアピールする絶好の機会ともなる。 

また、選手村における水素導入は、環境先進都市の実現に向け、一般の住宅地

における水素利用のモデルを構築するとともに、エネルギー・環境施策の先進的

な取組を実施・ＰＲし、水素社会の構築を先導することが期待される。 

しかし、水素エネルギーの普及に当たっては様々な課題があり、国民の理解促

進、コスト低減や購入費用の負担軽減、規制緩和、再生可能エネルギー由来ＣＯ₂  

フリー水素の供給等を進めていかなければならない。 

よって、水素社会の実現に向けて、政府に対し、次の事項を実現するよう強く

求める。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）水素社会の実現に向け、「水素基本戦略（平成２９年１２月２６日決定）」

及び「水素・燃料電池戦略ロードマップ（平成３１年３月改定）」で示され

た新たなロードマップ及びアクションプランの具体的な取組を着実に実施

すること。 

（２）水素エネルギーの利用拡大には、国民の理解が重要であることから、水素

を利用する意義や水素の安全性等に関する、更なる普及啓発を図ること。 

（３）燃料電池自動車や定置用燃料電池、外部給電機器等の普及及び水素ステー

ションの整備のため、東京 2020 大会を契機として、水素社会への移行を加速

させる財政支援を継続的に行うこと。 

また、支援対象を、既存の水素ステーションへの充填設備増設・増強、障

壁の設置及び水素ステーション整備のために実施する既存施設・設備の撤去

・移設や、燃料電池業務・産業用車両用水素ステーションなどにも拡大する

こと。 

とりわけ、補助金交付までの多額の支払が負担となる中小企業に対し、概

算払いや四半期・半期での交付などの措置を講じること。 

また、脱炭素社会の実現に向けて、水素を地域のエネルギー源の一つとし

て取り込み、まちづくりにおける水素エネルギー活用のためのインフラ整備

等に必要な財政支援を継続すること。 

国の予算措置は単年度にとどまり基金創設もされていないため、事業者が

長期的な視点を持って事業展開していくに当たり、支障が生じている。また、

製造に長期間かかる機器についても発注と納品が同一年度となることが求め

られており、迅速な水素ステーション整備の妨げになる例もある。このため、

複数年度にまたがる継続的かつ柔軟な財政支援を行うこと。 

また、燃料電池自動車の利便性向上のために、高速道路から一時退出して

水素充填を行う場合の高速道路料金の調整等を検討すること。 

（４）燃料電池バス等の購入等に対する財政支援を継続的に行うこと。特に、「再

エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業」における燃料電池バ
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ス車両導入において、前年度までに導入した実績のある団体についても、補

助率を２分の１にすること。また、燃料電池バスに対する補助の予算規模を

拡大できるよう、十分な財源の確保を行うこと。加えて、負担増となる燃料

費や水素充填のための水素ステーションへの移動コストに対して、財政支援

を行うこと。 

さらに、燃料電池タクシー車両導入への補助割合についても、２分の１に

すること。 

燃料電池バスの普及に向けては、バス専用の水素ステーションの設置が重

要であることから、事業者への複数年度にまたがる継続的かつ柔軟な財政支

援を行うとともに、バス事業者が車庫内等に水素ステーションを整備する場

合についても、整備費用等の財政支援を行うこと。 

また、燃料電池バス対応水素ステーションは、乗用車だけを対象とする水

素ステーションと比べ、営業時間・日数が増加し、運営経費が増加する傾向

にあることから、より手厚い財政支援を行うこと。 

さらに、民間事業者に対して燃料電池トラックの実証開発等への支援等を

行い、新たな水素活用分野への早期普及の働きかけを行うこと。 

（５）水素ステーションについて、国は「規制改革実施計画（平成２９年６月９

日閣議決定）」等に基づく規制緩和を進めており、２０２０年に整備費・運

営費を半減するとしていることから、現在の見直し項目の着実な実施を加速

させる必要がある。 

公道と水素充填設備との保安距離規制に関して、ディスペンサーと公道と

の離隔距離の短縮を可能とする新たな代替措置が例示基準へ追加されたが、

ガソリンスタンド並みの更なる緩和（現状の５ｍから４ｍ）を進めること。 

水素ステーションの整備促進に向けた使用可能な材質の拡大等について

は、安全性の確保を前提として、早期に規制緩和を実現すること。 

また、水素ステーションの保安検査方法について見直しが実施されたが、

事業者負担の軽減、営業休止期間の短縮をより一層進めること。 

さらに、今後、様々な用途で水素エネルギーの利活用を促進するためにも、

技術開発の動向も踏まえ、必要な規制緩和を検討すること。 

（６）水素ステーション等において水素業務に従事する人材の育成及び確保に向

けて、保安監督者の資格取得機会を拡大するよう、講習終了のみを要件とし

た免状取得を可能とする関係法令の改正や、複数回の試験実施を想定した地

方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正を行うなど、国として支援策

等を講じること。 

 また、中小事業者等が新たに水素ステーション事業に参入しようとした場

合、実務経験を積む機会を自ら確保することが困難であることから、国とし

て更なる支援策等を講じること。 

（７）脱炭素社会の実現には、水素の安定的な供給とともに、再生可能エネルギ

ーを活用した水素エネルギーの普及が重要である。ＣＯ₂ フリー水素の供給

システムの確立に向けて、国として実効ある支援策や制度構築を図ること。 

また、東京 2020 大会開催時における選手村等や、大会関連以外での福島県

産再生可能エネルギー由来ＣＯ₂ フリー水素の活用に向けて、福島県浪江町
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における再生可能エネルギーを利用した水素エネルギーシステムの実証事業

を着実に進めるとともに、国として支援策を講じること。 

加えて、水素の「製造」だけでなく、水素輸送車への燃料電池の活用など、

「輸送」における低炭素化のための技術開発等への支援も行うこと。 

「水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業」が開始され

たが、導入促進に向け更なる拡充を図ること。 

（８）選手村地区における、水素ステーションの増強や定置用燃料電池の設置等、

段階的な整備に対する補助制度を拡充すること。 
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（提案要求先 内閣官房・環境省・国土交通省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

（１）東京都においては、緑の分布などの被覆状態や排熱量が地域によって異な

ることから、都内全域で画一的な対策を講じていくのではなく、区市町村や

公共物管理者による地域・地点特性に応じた施策展開、民間事業者や住民な

ど身近な主体によるまちづくりを進めていくことが重要である。 

（２）真夏に開催される東京 2020 大会に向けては、暑さ対策という観点に立っ

た取組の一層の強化が必要となっている。こうした観点から、国では、「東

京 2020 に向けたアスリート・観客の暑さ対策に係る関係府省庁等連絡会議」

を設置し、関係府省庁、組織委員会、都が構成員となって、暑さ対策に係る

検討を行っており、競技会場等における暑さ対策や多様な情報発信等を推進

することとしている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）民間事業者や自治体が保水性舗装、遮熱性舗装、街路樹整備、屋上・壁面

・敷地内などの緑化、高反射率塗料、保水性建材などの対策を実施する場合

に十分な財政措置を講じること。 

（２）「東京 2020 に向けたアスリート・観客の暑さ対策に係る関係府省庁等連絡

会議」において、関係府省庁、組織委員会及び都との連携により、実効性あ

る暑さ対策の具体化を図ること。 

 あわせて、東京 2020 大会に向け、国や独立行政法人等が所有するスポーツ

施設等において暑熱対策を講じること。 

５ ヒートアイランド対策・暑熱対応の推進 

（１）民間事業者や自治体が実施するヒートアイランド対策を支援

すること。 

（２）東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東

京 2020 大会」という。）の開催に向け、関係府省庁、組織委員

会及び都との連携により、実効性ある暑さ対策の具体化を図る

こと。あわせて、国等所管施設における暑熱対応を推進するこ

と。 
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 （提案要求先 総務省・財務省・文部科学省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

都市における緑は、生物の生息・生育空間として都市の生物多様性を支える存

在であり、都民に潤いや安らぎを与えるだけでなく、都市化に起因するヒートア

イランド現象の緩和や、火災の延焼防止や都市水害の軽減、避難場所の提供など、

重要な役割を有している。 

豊かで潤いのある質の高い都市生活を実現するためには、都内における緑の保

全・創出が急務となっていることから、都はこれまでも、失われつつある貴重な

緑地の保全地域指定、一定規模以上の開発の際の緑化の義務付け、公立小中学校

等の校庭の芝生化などの取組を進め、緑の保全と創出に努めてきた。 

しかしながら、都市及び都市近郊の樹林地等については、所有者に緑地として

保有し続ける意思があるにもかかわらず、高額な相続税のため転用・売却される

事例が多く、緑地喪失の主要な原因となっている。また、平成２７年１月から、

相続税の基礎控除の引下げ、税率構造の見直し（最高税率の引上げ等）が行われ

たことから、緑地の喪失が更に進むおそれがある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）市街地において貴重な緑地である樹林地等について、緑地として永続的に

担保されるよう、相続税等の優遇措置及び保全策に対する財政措置を講じる

こと。 

（２）下記の緑地については、土地所有者の理解と協力を得て、地域指定を円滑

に進めるため、用地の買取りに伴う譲渡所得の特別控除額を現行の１，５０

０万円（特別緑地保全地区は２，０００万円）から引き上げること。 

① 都立自然公園特別地域 

② 都自然環境保全地域特別地区 

③ 都独自の保全緑地 

④ 特別緑地保全地区（都市緑地法） 

（３）都市緑地法に基づく緑地の保全を推進するため、下記の措置を講じること。 

① 市民緑地制度については、契約期間２０年未満であっても税の優遇措置

を受けられるよう、契約期間に応じた段階的な相続税評価額の控除を行う

など、現在の制度を拡充すること。 

② 特別緑地保全地区制度については、現行の相続税の８割評価減の優遇税

制について、更なる拡充を図ること。 

（４）都市の緑地を保全していくためには、土地所有者の理解と協力が不可欠で

あることから、地方自治体が条例等に基づく独自の制度として契約・協定な

ど締結した緑地の所有者に対し交付する緑地奨励金等について、非課税措置

６ 緑の保全と創出に係る税財政措置の拡充 

緑地の保全や創出を推進するための税財政措置を講じること。 
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を講じること。 

（５）都市及び都市近郊の緑地保全を推進するため、下記の指定がなされた土地

に関する固定資産税を地方税法上非課税とするとともに、それに伴う十分な

財政支援を行うこと。 

① 都独自の保全緑地 

② 区市町村独自の保全緑地 

③ 都自然環境保全地域特別地区 

④ 都立自然公園特別地域 

⑤ 都市緑地法による特別緑地保全地区 

⑥ 鳥獣保護区特別保護地区 

⑦ 区市町村指定の保存樹林 

（６）市街地における緑の創出は、国や地方自治体、民間企業などあらゆる主体

による取組が重要であることから、国においても、国立大学法人附属小中学

校の校庭の芝生化の推進など、国や独立行政法人が所有する施設の敷地及び

屋上等の緑化を強力に推進するため、必要な財政措置を講じること。 
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７ 公園整備事業等の推進【最重点】 

１ 公園整備事業等の推進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京の公園緑地は、国内外の他都市に比較して著しく少ない。 

また、丘陵地や低地、水辺などの緑は、生物多様性の保全やレクリエーション

の場の提供、都市気候の調節など重要な役割を担うため、早急に保全・整備が必

要である。 

さらに、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に当たり、外

国人利用者の増加を視野に、都市の魅力を高めるため、文化財庭園等の観光・文

化の拠点となる都市公園の整備が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）首都東京を緑あふれる都市にするため、都市公園や特別緑地保全地区等の

あらゆる公園緑地及びその関連施設の整備や用地取得等に十分な交付金を確

保すること。 

（２）世界からの来訪者の「おもてなし」の場となる庭園や動物園を含む都市公

園の改修に十分な交付金を確保するとともに、補助対象施設の拡充を行うこ

と。 

（３）公園整備や特別緑地保全地区の用地取得に係る国費率を３分の１から２分

の１に引き上げること。 

（４）増大する都民のレクリエーション需要や、市街地における防災上の避難地

の確保等に対応するため、国営昭和記念公園の整備を促進すること。 

  

水と緑のネットワーク形成を推進するため、公園緑地及び特別緑

地保全地区の整備や用地取得等に係る必要な財源を確保し、東京に

必要額を確実に配分するとともに、制度を拡充すること。 
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参  考 

 

（１）公園整備事業の推進 

【都の公園整備の計画と実績】 

 

区 分 

都市計画公園・緑地計画 

決定面積（平成３１年４月現在） 

公園整備済面積 

（平成３１年４月現在） 

規模 規模 

（ha） （ha） 

都市公園 都立公園 ３，９５８ ２，０３０ 

その他公園 ７，４４０ ３，８９６ 

都市公園以外の公園 － １，９８３ 

計 １１，３９８ ７，９０９ 

一人当たりの公園面積 

※全国平均 １０．３㎡/人 
８．２ (㎡/人) ５．７(㎡/人) 

   

都区市町共同で策定した「都市計画公園・緑地の整備方針」（平成２３年

１２月改定）に基づき、都市計画公園・緑地の効率的な整備を推進していく。 

 

【令和２年度 都予算に対する交付金の割合（事業費）】 

※都予算ベース 

 

                                                        

 

 

                        

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特別緑地保全地区の指定状況 

   （平成３１年４月１日現在） 

区 域 
箇 所 数 

面  積 
 

箇 所 ｈａ 

23 区 １７  ８６．４４ 

多摩・島しょ ３３ ２３３．７７ 

東京都全体 ５０ ３２０．２１ 

用地会計

返還金等

4,541

単独事業

27,305

国費対象

事業

940

都立公園整備事業

（単位：百万円） 

○ 都立公園整備事業全体（３２，７８６

百万円）に占める国費対象事業費の割

合は約２．９％（９４０百万円） 

○ このうち、交付金は３３０百万円で、

都立公園整備事業全体に占める割合

は約１．０％ 

○ 国費率は施設１/２、用地１/３ 

都立公園整備事業 

全体計  32,786 百万円 
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（３） 用地取得費に対する現在の国費率 

区 分 国費率 根拠法令 

公園整備 １/３ 都市公園法施行令第３１条 

参 

考 

道路・街路整

備 
１/２ 道路法５６条 

河川整備 １/２ 河川法第６０条第２項 

                

※ １/２とすることを要求 

 

２ 防災公園の整備 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

 震災時の首都東京の機能確保は喫緊の課題であり、都市の防災機能を高めるた

め、救援・復興の活動拠点や避難場所となる防災公園整備は急務である。 

さらに、東日本大震災を踏まえ、首都直下地震などの震災の備えを万全とし、

災害に強い首都東京を実現するため、防災公園整備はより一層、早期に着実な整

備が求められる。 

防災公園として重点化を図り事業を進める都市計画公園は、その開園面積が計

画全体の約 5 割に過ぎず、今後 10 年間に約 130 ヘクタールで事業を進め、計画

的・集中的に更なる拡張に取り組む必要がある。あわせて、防災公園の機能強化

のため照明灯や非常用電源等の整備、改修が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）公園整備事業推進のため必要な交付金を確実に配分すること。 

（２）「東京都地域防災計画」で指定された、避難場所である防災公園の整備・

改修を短期集中的に進めるため、必要な交付金を確実に配分すること。 

（３）公園整備の用地取得に係る国費率を３分の１から２分の１に引き上げるこ

と。 

 

 

 

 

 

防災公園の整備促進のため、必要な財源を確保し、東京に必要額

を確実に配分するとともに、用地取得に係る国費率を引き上げるこ

と。 
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参  考 

（１）東京都の防災公園整備（R1.7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 防災公園の整備促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 用地取得費に対する現在の国費率 

区 分 国費率 根拠法令 

公園整備 １/３ 都市公園法施行令第３１条 

参 

考 

道路・街路整

備 
１/２ 道路法５６条 

河川整備 １/２ 河川法第６０条第２項 

                

※ １/２とすることを要求 

防災公園として重点化を図り事業を進める都市計画公園　　1,458ha

将来の事業予定地

525ha

開園済区域

800ha

今後10年間で

確保する公園区域

133ha
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８ 都市再生推進のための国有財産の活用 

１ 国有財産の活用 

（提案要求先 財務省、国土交通省） 

（都所管局 都市整備局、環境局、建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

国家公務員宿舎跡地やその他国有財産は、東京の都市再生のためにも貴重な資

源であり、防災、環境、基盤整備等といった課題の解決のためにも、計画的な土

地利用が望まれる。 

また、都市の公園確保のための貴重な資源であるとともに、敷地内の豊かな緑

は、都市における良好な緑地として大きな役割を果たしている。 

平成２２年６月に財務省が公表した「新成長戦略における国有財産の有効活用

について」において、国家公務員宿舎の地域活性化や都市再生の貢献に関する記

載が見られるが、その後、具体的な内容は示されていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）「新成長戦略における国有財産の有効活用について」における国家公務員

宿舎の地域活性化や都市再生への貢献に関する具体的な内容を早期に明確に

し、着実に国有財産の移転再配置を進めるとともに、都の実施する基盤整備

と密接に関連する国有地（議員宿舎・国家公務員宿舎・庁舎などの跡地）を

都市再生の貴重な資源として、地元自治体が活用できるよう減額取得を可能

にすること。 

（２）都市計画公園区域や隣接する国有地については、自治体が優先的に用地を

確保できる仕組みを充実するほか、自治体に対する無償貸付制度を継続・拡

充すること。 

（３）国有地の利活用の検討に当たっては、以下のとおり既存樹林の保全や新た

な緑地の創出などに努めること。 

① 引き続き国有地として保有する場合は、都市における良好な緑地の確保

の観点から、既存樹林の保全あるいは新たな緑地の創出に配慮すること。 

② 国有地として保有せず、民間事業者等に貸付又は売却などを行う場合は、

既存樹林の保全あるいは新たな緑地の創出に関する条件付けを検討するな

ど、都市における良好な緑地の確保に努めること。 

（１）都市再生事業推進のため、国有財産の減額取得を可能にする
こと。 

（２）緑あふれる都市に再生するため、国有財産の公園確保の仕組
みづくりや緑の保全・創出に努めること。 
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２ 公園整備に係る国有財産の活用 

                   （提案要求先 財務省・国土交通省） 

               （都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

都立旧岩崎邸庭園（都市計画旧岩崎邸公園）について 

旧岩崎邸庭園は、国有財産である国指定重要文化財「旧岩崎家住宅」を、都が

無償で借り受け、都立の文化財庭園（約１．８ヘクタール）として公開している。

平成１３年１０月に開園し、年間約２０万人が訪れる首都東京の文化・観光拠点

である。 

本来の岩崎邸は、当該庭園のほか、隣接する国有地（合同庁舎及び宿舎敷地）

等を含み、現状の倍以上の規模を有していた。日本の近代文化の象徴ともいえる

明治期の典型的な大邸宅の遺構を保全・活用するため、かつて広壮な規模を誇る

和館や書院庭等が配置されていた国有地を公園区域に拡張するなど、文化・観光

拠点機能の拡充を図る必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

首都東京の公園の重要な機能を拡充するため、都立旧岩崎邸庭園の拡張に当た

り、都が整備する場合には、国有地を無償で貸し付けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都立旧岩崎邸庭園の拡張に当たり、都が整備する場合には、隣接

する国有地を無償で貸し付けること。 
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参  考 

 

（１）国有地の無償貸付制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都立旧岩崎邸庭園拡張区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
宿舎（最高裁判所）を除く各施設については、「東京２３区外の庁舎等の移転・再配置計画について（Ｈ１

９.６．１５）/国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議」により廃止予定時期が示さ

れた湯島地方合同庁舎については、廃止・移転については示され（平成26年度以降）ているが、具体的な時

期が示されていない。 

0 10 200m 

不
忍
池 

都立旧岩崎邸庭園 
所在地：台東区池之端一丁目 
開園面積：約１．８ｈａ 

湯島地方合同庁舎（財務省） 

 ・面積 ： 約１．２ｈａ 

宿舎（最高裁判所） 

 ・面積 ： 約０．２ｈａ 

宿舎（最高裁判所） 

･ 面積 ： 約０．２ｈａ 

開園予定区域 

（都有地） 

【法令上の優遇措置】 

【運用】 

国有財産法 第22条
地方公共団体が緑地・公園の用に供する場合　無償で貸し付け
ることができる

財務省通達
○未利用国有地等の管理処分
　 方針について
　(H23.5.23財理第2199号)

以下のものについては、優遇措置を適用せず、全面積を時価売
払いするものとする

・物納財産
・独立行政法人通則法の規定に基づき国に現物納付された財産
・国が移転経費を要した財産

- 293 -



 

 （提案要求先 文部科学省・農林水産省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

小笠原諸島は、平成２３年６月に世界自然遺産に登録された。世界遺産は人類

共通の財産であり、未来の世代に引き継ぐために確実に守らなければならない。

それは、世界遺産条約締約国である日本の責任である。 

そこで、世界自然遺産の適正な保全管理を推進するに当たっては、国が、主体

的に取り組む必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国は、小笠原諸島の世界自然遺産の保全管理について、「世界自然遺産 小

笠原諸島管理計画」に基づき、今後とも着実に外来種対策などに取り組むこ

と。特に、緊急の課題である兄島のグリーンアノール対策については、機動

的な緊急対策を進めるとともに、根絶に向けて十分な財政措置を講じ、的確

な取組を行うこと。 

（２）国は、新たな外来種の侵入拡散防止に積極的に取り組むなど、世界遺産委

員会の勧告に適切に対応すること。 

（３）国は、オガサワラオオコウモリ、アカガシラカラスバト、オガサワラシジ

ミ、ムニンノボタンなど絶滅に瀕する固有の希少動植物の保護増殖事業への

取組を拡充すること。 

（４）ノヤギの駆除を含む植生回復等都や村が行う事業については、引き続き財

政措置を講じること。 

９ 小笠原諸島世界自然遺産保全管理の推進 

世界自然遺産を将来にわたって保全していくため、外来種対策な

ど、国は自らの取組を強化するとともに、都、村の取組に対して財

政支援などを積極的に行うこと。 
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１ 環境・保健対策の充実 

 （提案要求先 環境省） 

（都所管局 福祉保健局） 

 

＜現状・課題＞ 

 大気汚染物質と健康被害との関係については、国において各種の研究調査が実

施されており、平成２１年９月に、微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の健康影響に

関する評価が行われ、環境基準が設定された。 

 しかし、いまだ、粒子状物質や共存大気汚染物質の健康影響等について未解明

な部分も多く、必要な研究調査等を推進し、早急に実効性ある対策を講じていく

必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

微小粒子状物質（ＰＭ２．５）などによる大気汚染の健康影響に関する研究調

査を推進し、大都市における大気汚染の状況を十分に踏まえた公害健康被害予防

事業の内容の強化充実及び対象地域の拡大を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 自動車排出ガスに係る大気汚染対策の強化 

大都市における大気汚染の状況を踏まえ、大気汚染物質の健康影響

に関する研究調査などを推進し、環境・保健対策の充実を図ること。 
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２ 大気汚染による健康被害者に対する総合的な救済策の実施 

 （提案要求先 環境省） 

（都所管局 福祉保健局・環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

健康被害者に対する救済では、平成１９年８月の東京大気汚染訴訟の和解を受

け、都は、気管支ぜん息の医療費助成を、それまで１８歳未満だったものを平成

２０年８月から全年齢に拡大して実施してきた。本制度により認定を受けた１８

歳以上の患者は令和２年２月末時点で約５万７千人となっている。 

 都は、制度創設時に関係者が拠出した原資をほぼ使い切ること、関係者からの

新たな財源拠出が困難なことなどから、１８歳以上の患者への新規認定を平成２

６年度末で終了するとともに、現に助成を受けている患者に対し、平成３０年度

からは自己負担を導入し、引き続き都の応分の負担による助成を実施している。 

 しかし、自動車排出ガスによる大気汚染の根本的な原因は、国の規制が遅れた

ことにあり、国は健康被害防止に有効な対策及び総合的な健康被害者救済策を、

責任をもって講じていく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

大気汚染による健康被害者の早期救済のため、都としては医療費助成を実施し

ているが、国の責任として、大気汚染による健康被害者に対する総合的な救済策

を検討し、早急に有効な対策を講じること。 

大気汚染による健康被害者に対する総合的な救済策を実施するこ

と。 
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（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

幹線道路の沿道においては、騒音・大気汚染など環境が厳しい箇所もあり、沿

道住民の生活環境改善に向けた課題が依然として残されているため、その対策が

求められている。 

また、夏の暑さ対策の一つとして、路面温度の上昇を抑制する効果のある舗装

を敷設する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）騒音対策としての低騒音舗装、緩衝建築物一部負担に必要な財源を確保し、

東京に必要額を確実に配分すること。 

（２）夏の暑さ対策としての遮熱性舗装等に必要な財源を確保し、東京に必要額

を確実に配分すること。 

（３）騒音対策としての防音工事助成に対して財政的支援を実施すること。 

（４）自動車排出ガスによる大気汚染が特に著しく、重点的な対策を実施するこ

とが必要な地点について、国が主体となって、必要な調査と対策の検討を行

うこと。 

（５）東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向け、国道にお

いても、街路樹剪
せん

定など、維持管理を充実させるとともに、「アスリート・

観客にやさしい道づくりに向けた提言（平成２８年１０月）」の実現のため、

より一層、緑陰の形成などの夏の暑さ対策を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 道路環境対策の推進【最重点】 

幹線道路の騒音対策や夏の暑さ対策等を推進し、沿道住民の生活

環境を改善するために必要な財源を確保し、東京に必要額を確実に

配分すること。 
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参  考 

 

（１）沿道環境対策事業 

令和２年度 都の予算（当初） 

  （単位：百万円） 

区       分 事業費 うち補助事業費 

（国費） 

沿道環境改善事業 １５，０４０ ２，０７７（１，０３９） 

 低騒音舗装 ８,７１１ ５８５（２９３） 

 遮熱性舗装・保水性舗装 ６,０７８ １，２９２（６４６） 

 防音工事助成 ５１ ０（０） 

 緩衝建築物一部負担 ２００ ２００（１００） 

 

区       分 事業費 国、首都高速㈱の負担金額 

 局地汚染対策 ５３ １５ 

  都、国、首都高速㈱が負担比率に基づき負担している。 

 

 

 

 

 

 

 

遮熱性舗装 

・ 舗装表面に遮熱材を塗り、赤外線を反射して熱吸収

を防ぐ舗装 

・ 舗装表面に塗るため、低騒音舗装に施工しても騒音

低減機能は損なわない。 

保水性舗装 

・ 舗装の空隙に注入した保水材によって、雨水などの

水分を吸収し、蓄えることができる舗装 

・ この水分が晴天時に蒸発する気化熱で路面温度を

下げ、舗装から大気への放熱を少なくする。 

保水材

アスファルト
混合物

蒸発吸水

基 層

路面の熱

低騒音舗装 

・ すきまの多い材料を舗装表面に使用し、走行車両の 

タイヤと路面で圧縮された空気により発生する音

などを空隙に吸収する舗装 

・ 通常の舗装と比べ路面の騒音を７デシベル程度抑

制する。 
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（提案要求先 経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京の大気汚染は、各種固定発生源対策やディーゼル車走行規制等の実施など

により、浮遊粒子状物質による大気汚染に係る環境基準を達成するなど確実に改

善している。残された課題として、大気環境中で光化学反応等により二次的に生

成するＰＭ２．５やＯｘの濃度改善がある。 

ＰＭ２．５の都内の濃度は、これまでの対策により大幅に低減してきているが、

いまだ全測定局では環境基準は達成できていない。Ｏｘは、全国的に環境基準を

超過した状況が続いている。 

ＰＭ２．５やＯｘは、発生源が多岐にわたり、大気中の挙動について未解明な

部分が多く、日本国内の排出源のほか大陸からの越境汚染を含む広域的な大気の

移流に起因することなどから、国は、行政区域を越えて広く存在する発生源の実

態や二次生成機構等を解明し、これまでの原因物質対策（揮発性有機化合物（Ｖ

ＯＣ）や窒素酸化物（ＮＯｘ）等）の効果検証を踏まえながら、総合的かつ広域

的な対策を講じる必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）多岐にわたる発生源の実態や生成メカニズム、大気の移流、全球的なバッ

クグラウンド濃度の影響等について、引き続き詳細な解明を行い、これまで

の対策の効果検証を踏まえながら、原因物質削減目標の設定など総合的かつ

実効性のある広域的な対策を早急に講じること。 

また、誤解を招くことのないよう、健康影響などに関する正確な情報やデ

ータを適切に提供すること。 

（２）ＶＯＣは、ＰＭ２．５とＯｘを生成する主要な原因物質の一つであること

から、排出量の更なる削減に向けて、新たな削減目標を設定するとともに、

総合的な削減対策を引き続き強力に推進すること。 

① 平成１８年４月より進めてきた大気汚染防止法に基づく排出規制と事業

者による自主的取組を併せたＶＯＣ排出削減対策について、これまでの対

策の効果検証を詳細に行い、事業者の取組の効果を定量的に把握できるよ

うにすること。 

② ＰＭ２．５とＯｘ生成能の高いＶＯＣをそれぞれ明らかにする調査や植

１２ 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）・光化学オキシ 

  ダント（Ｏx）対策の推進 

大気環境中の微小粒子状物質（ＰＭ２．５）と光化学オキシダン

ト（Ｏｘ）の濃度改善のため、発生源の実態や生成メカニズムを解

明し、総合的かつ広域的な対策を早急に講じること。 
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物起源ＶＯＣの排出量の実態把握を進めること等により、ＶＯＣ排出削減

によるＰＭ２．５とＯｘの低減効果の定量的な予測精度を向上させること。 

③ 法規制の対象にならない中小事業者に対し、一層自主的取組が促進され

るよう、財政支援も含め、早急に推進策を講じること。 

④ 自主的取組を実効性あるものとするため、小型・低コストの処理装置や

排出量の管理が容易にできる測定機器及び代替品となる低ＶＯＣ資材の開

発・普及を促進すること。 

⑤ ＶＯＣ排出事業者へ製品製造を発注している事業者に対し、ＶＯＣ対策

を盛り込んだ発注仕様の採用を促し、発注側からのＶＯＣ対策の普及を図

ること。 

また、公共調達においても、グリーン購入法による低ＶＯＣ塗装製品の

対象品目の拡大及び印刷のＶＯＣ対策の配慮事項の拡大を図ること。 

⑥ 日常生活に伴うＶＯＣの排出が抑制できるよう、製造業者や関係団体に

対し、ＶＯＣ使用量の少ない商品の製品化を促す取組や支援を行うこと。 

また、消費者や企業に対し、製品の購入に当たってＶＯＣの少ない製品

を選択するよう広報・情報提供を行うこと。 

⑦ 低ＶＯＣ塗装工事の更なる普及に向け、研究体制の充実や民間等の先行

事例の検証により知見を収集し、国が行う公共工事について、建築工事に

おける水性塗料の適用部位の拡大を図ること。 

また、橋梁等、鋼構造物における低溶剤、無溶剤及び水性塗料の採用を

促すよう、現場での試験塗装を実施するなど標準仕様の改定に向けた取組

を進めること。 

さらに、グリーン購入法における公共工事の項目について、特定調達品

目の建築資材として、水性塗料をはじめとする低ＶＯＣ塗料等に関する内

容の充実を図ること。 

⑧ 現在ＶＯＣ自主行動計画に参画していない建設業界に対し、産業界と同

等のＶＯＣの排出削減に向けた目標の設定等、実効性のある取組を促すこ

と。 

⑨ 燃料蒸発ガスの低減対策のうち、給油所の側の対策である StageⅡの更

なる普及促進に向けて、事業者が自主的取組を円滑に実施できるよう、財

政支援を含め、必要な措置を早急に講じること。特に、都内に多く設置さ

れている懸垂式の給油機においては、早期に燃料蒸発ガスの回収率の高い

StageⅡの給油機が販売されるよう、メーカーへ製品化を促すなど必要な措

置を講じること。 

⑩ 大規模なＶＯＣ取扱施設が集中する地域（臨海地域など）の排出総量の

実態や影響を把握し、一層の排出抑制策を講じること。 

（３）Ｏｘの濃度は、ＮＯｘとＶＯＣとのバランスに依存し、ＮＯｘの濃度が改

善されても、夏季に都市部で上昇する可能性がある。そのため、自動車排出

ガス規制の強化などによるＮＯｘの削減量に見合ったＶＯＣ削減量とするた

めの対策の一層の推進を図るなど、総合的な大気環境対策を推進すること。 

（４）近年、環境基準達成率が改善傾向にあるものの、いまだ 100％には至って

いないＰＭ２．５について、以下の施策を講じること。 
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① 排出インベントリの精度向上に重要であるため、発生源から排出される

ＰＭ２．５の凝縮性粒子を共通の手法で測定することができるよう、汎用

性の高い標準的な測定法を定めること。 

② 船舶や航空機が集中する地域（臨海地域など）からのＰＭ２．５排出総

量の実態や影響を把握し、排出抑制対策を講じること。 
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（提案要求先 経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

土壌汚染対策法の改正については、平成２９年５月１９日に公布され、主たる

規制強化に係る第二段階施行については、平成３１年４月に施行された。改正法

及び改正政省令等の内容については、自治体の意見を踏まえた検討がなされてき

たものの、調査深度の限定や土壌の移動管理（認定調査や区域間移動）など、新

たな仕組みが導入されている。 

これらについては、政省令の本文、施行通知、調査及び措置に関するガイドラ

イン、更に説明会等において、解釈が示されているものの、想定外の事項につい

て疑義が生じることは避けられず、自治体の窓口において対応に苦慮している状

況にある。 

また、令和２年 1 月にカドミウム・トリクロロエチレンについて、「土壌の汚

染に係る環境基準及び土壌汚染対策法に基づく特定有害物質の見直しその他法の

運用に関し必要な事項について（第４次答申）」が、中央環境審議会会長から環

境大臣へ答申され、基準の強化となることから、これまでに措置が実施された土

地についての対応等、新基準が施行された場合に混乱が生じることが予想される。 

さらに、中小企業の狭あいな土地における土壌汚染の調査・対策に要する費用

負担が大きいことから、土壌汚染対策が進まず円滑な土地利用が進まない懸念が

ある。 

 加えて、公共事業（工事）等における土壌汚染対策に係る費用負担の問題が顕

在化している。 

１３ 市街地土壌汚染対策の推進 

（１）平成３１年４月に施行された改正土壌汚染対策法及び特定有

害物質の基準の見直しについて、的確かつ合理的に運用を行え

るように対応すること。 

（２）狭あいな土地に採用可能で低コストな土壌汚染対策技術の開

発促進及び事業者が対策を円滑に行うための助成制度の拡充を

図ること。 

（３）法に基づく調査・対策において、簡易で迅速な分析法の導入

を図ること。 

（４）操業中に可能な浄化技術の開発促進及び操業中の対策に係る

助成制度の整備等を講じること。 
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これら多くの課題解決のため、国においても法制度の更なる運用改善や助成制

度の整備等が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）平成３１年４月に施行された改正土壌汚染対策法について、各自治体の実

情を踏まえ、寄せられる各種の照会に対し、迅速かつ明確に対応できる体制

を整備すること。 

   また、特定有害物質の基準の見直しに関しては、事業者が調査・対策を円

滑に実施できるよう、十分な周知期間を設けるとともに、これまでに措置が

実施された土地等において混乱が生じることがないよう引き続き運用を検討

すること。 

（２）大都市の住宅と工場が混在する狭い土地に対応でき、かつ、資金力に乏し

い事業者が低コストで土壌汚染対策が行えるよう早急に汚染処理技術の開発

を促進するとともに、事業者が対策を円滑に行うための助成制度の拡充を図

ること。 

（３）事業者が汚染範囲を迅速かつ低コストで確認し、円滑に対策を実施できる

よう、都は、条例に定める土壌汚染調査のうち、汚染範囲の絞り込みに使用

できる簡易で迅速な分析技術を既に選定している。 

国においても、このような技術を参考にして、土壌汚染対策法に基づく調

査・対策においても簡易で迅速な分析法の導入を図っていくこと。 

（４）有害物質を取り扱う操業中事業者に対しては、施設の廃止時に必要となる

土壌汚染調査や対策について、制度の周知徹底を図るとともに、施設の廃止

時に備えた取組を含めた啓発を行うこと。 

また、操業中でも実施できる浄化技術の開発を進めるとともに、対策の実

施に必要な資金の助成制度等の促進策を設け、事業者の負担軽減を図ること。 

さらに、操業中からの対応を促進するには、土壌汚染の調査・対策を自主

的に実施した場合、一定の条件の下で適切に行われたものであれば、法の調

査・対策の義務を果たしたことになる制度を創設すること。 
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（提案要求先 経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

平成２８年８月から施行されたポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法の一部を改正する法律（平成２８年法律第３４号。以下「改

正ＰＣＢ特別措置法」という。）に合わせ、電気事業法（昭和３９年法律第１７

０号）の省令等も改正され、高濃度ＰＣＢ使用製品については処分期間内に使用

を終えて廃棄することが義務付けられた。一方で、低濃度ＰＣＢ含有機器（ＰＣ

Ｂ含有の疑いのある機器を含む。）については、使用期限やＰＣＢ濃度の分析義

務が法で定められていない。その上、国からの適正処理に関する周知が不十分で

あり、国が定める期限までのＰＣＢ廃棄物処理の完了が厳しい状況が予想される。 

また、ＰＣＢ廃棄物の処理について、国の「ＰＣＢ処理基本計画」では、都道

府県市の役割として、届出をしていない事業者の掘り起こし調査が示されている

が、財政負担等が考慮されていない。 

改正ＰＣＢ特別措置法では、法に基づく届出がなされていない高濃度ＰＣＢ廃

棄物等について、都道府県等による事業者に対する報告徴収や立入検査の権限が

強化され、ＰＣＢ保管事業者が不明等の場合に、都道府県等は高濃度ＰＣＢ廃棄

物の処分に係る代執行を行うこともできることになったが、代執行に係る人件費

等の事務執行に係る費用については、財政負担等が考慮されていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

ＰＣＢ廃棄物の早期かつ適正な処理の推進に向けて、 

① 低濃度ＰＣＢ含有機器（ＰＣＢ含有の疑いのある機器を含む。）について、

使用期限やＰＣＢ濃度の分析義務を法で定めること。コンデンサー等の封じ

切りの電気機器については、分析により生じる代替機器購入費用等につい

て、財政措置を講じること。 

また、国が把握している電気工作物設置者のデータ等を活用し、使用中の

事業者に対して、国が期限内の適正処理について指導するとともに、周知を

図ること。 

② ＰＣＢを含む電気機器及び安定器に関する掘り起こし調査については、自

治体に過度の負担が生じないように財政措置を講じるとともに調査に必要な

支援を行うこと。 

③ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の行政代執行に係る経費について、処分費用に対して

だけではなく、事務執行に係る費用に対しても財政措置を講じるとともに、

円滑な行政代執行に必要な支援を行うこと。 

 

１４ ＰＣＢ廃棄物処理の促進 

ＰＣＢ廃棄物処理の促進を図ること。 
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１５ 森林循環促進に向けた施策の拡充【最重点】 

（提案要求先 農林水産省） 

（都所管局 産業労働局・政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

我が国の森林は、戦後植林された人工林が伐採の時期を迎えているが、木材価

格の下落などを通じた林業の低迷により、森林の管理や伐採更新が停滞している。

こうした状況を受け、若い森林が極端に少ない偏った齢級構成となっており、花

粉飛散の増大や森林の二酸化炭素吸収能力の低下を招いている。 

また、近年、台風等の豪雨災害が頻発しており、森林の有する土砂災害防止や

洪水緩和といった機能の重要性が一層高まっている。 

このため、偏った齢級構成の是正や、森林の有する機能の持続的な発揮に加え、

国の掲げる木材自給率５０パーセントの目標を達成していくためには、伐採、利

用、植栽及び保育という森林循環を促進し、全国の森林再生、すなわち治山への

取組へとつなげていくことが必要である。 

そこで、都は、地域材である多摩産材の利用拡大や林道等の基盤整備を進める

とともに、森林所有者と協定を結び、伐採や花粉の少ないスギの植栽及び保育の

実施に取り組んできたが、急傾斜地での木材搬出技術を持つ事業体の不足等が課

題となっている。 

また、平成 30 年６月に発生した大阪北部地震により、安全性に問題のあるブロ

ック塀の倒壊事故が発生したことを受け、対策の一つとして都有施設で国産材を

活用した塀の設置を進めるなど、多摩産材をはじめとした国産材の更なる活用を

進めている。 

併せて、新型コロナウイルスの影響によって木材需要が減退していることから、

これまで以上に公共部門等における木材需要の創出が求められている。 

さらに、都の提案により全国知事会に設置され、45 都道府県が参加する国産木

材活用プロジェクトチームでも、地域の活性化や国土強靭化などに繋がる国産木

材の更なる需要拡大に向けた政策提言を取りまとめ、国に対して協力を要請する

とともに、都道府県が創意工夫を凝らした取組を展開し、地方の責任を果たして

いくという決意と姿勢を示す行動宣言を策定し、都道府県で更なる取組を進めて

いるところである。 

そのため、国においても、森林循環の促進に向け、以下について積極的に取り

組むことが必要である。 

（１）森林循環に資する国産材の利用促進施策を拡充すること。 

（２）森林循環の促進に必要な基盤整備や、低コスト化推進のため

の施策を強化すること。 

（３）森林循環を促進するように実情に合わせて森林経営計画制度

の認定要件を見直すこと。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）森林循環に資する国産材の利用促進施策の拡充 

伐採したスギ等の国産材を積極的に利用するため、国産材を使用した塀な

ど、幅広い用途での普及を加速させる財政支援を継続的に行うこと。 

また、民間利用の一層の促進や中高層建築物の木造化に向け、技術研究開

発や設計・施工を担う人材育成などの施策を拡充すること。 

（２）森林循環の促進に必要な基盤整備や低コスト化推進のための施策の強化 

森林の多面的機能の発揮、花粉飛散量の低減及び木材自給率目標の達成に

不可欠となる林道等の基盤整備や境界明確化に向けた対策を強化すること。 

また、急傾斜地等での森林循環を推進するため、架線系高性能林業機械の

開発・普及や、架線技術者育成のための取組を強化すること。 

（３）森林循環を促進するように実情に合わせた森林経営計画制度の認定要件の

見直し 

林業事業体が積極的に伐採・植栽・保育を行えるように、森林経営計画に

おける伐採上限や間伐要件を緩和するなど制度の見直しを図ること。 
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（提案要求先 農林水産省・国土交通省・環境省） 

（都所管局 政策企画局・都市整備局・環境局・建設局・港湾局・下水道局） 

 

＜現状・課題＞ 

 東京湾の水質については、有機汚濁の代表的な水質指標であるＣＯＤ（化学的

酸素要求量）がこの２０年間で大幅には改善されておらず、窒素、りん等の流入

による東京湾の富栄養化に伴う赤潮や青潮の発生、雨天時における糞便性大腸菌

群の増加などの課題が依然として存在する。東京湾は東京都以外からの汚濁負荷

の排出割合が約７割を占めており、水質を改善するには、関係する全ての自治体

の協力が欠かせない。 

 現在、「東京湾再生のための行動計画（第二期）（平成２５年５月３１日付東京

湾再生推進会議策定）」に基づき、東京湾再生に向けた取組が進められており、関

係する他の自治体とともに広域的な取組を進めることが重要となっている。 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会では、お台場海浜公園にお

いて、トライアスロン競技等の開催が予定されている。このことを踏まえ、東京

湾の水質改善に向けた各種の対策を一層加速していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 東京湾の水質改善に向け、関係自治体が取り組む以下の施策に対し、必要な財

政措置を講じるなど、国が中心となって広域的な視点からその実施を推進するこ

と。 

 

○下水道 

合流式下水道の改善、高度処理の導入促進、未整備地域の整備促進等 

 

○雨水流出抑制 

貯留・浸透施設の設置等 

 

○農業集落排水施設 

未整備地域の整備促進、老朽化施設の更新整備、高度処理の導入促進等 

 

○河川・港湾 

河川や運河等での汚泥しゅんせつ等の有機汚濁対策、湿地や河口及び港湾にお

ける干潟整備等の自然再生 

１６ 東京湾の水質改善対策の促進 

東京湾の水質改善に資する施策に対し必要な財政措置を講じるな

ど、国が中心となって広域的な視点からその実施を推進すること。 
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 （提案要求先 農林水産省・経済産業省・環境省・消費者庁） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

日本国内で発生する食品由来の廃棄物等のうち、本来食べられるにもかかわら

ず捨てられている、いわゆる食品ロスは平成２８年度実績で６４３万トンと推計

されているが、これは１，３００万人の東京都民が１年間に食べる食品の量に匹

敵する膨大な量である。 

① 令和元年１０月、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第１

９号）が施行されるとともに、令和２年３月には、食品ロスの削減の推進に

関する基本的な方針が示された。食品ロス削減に向けては、国民運動として

事業者・消費者・行政等の多様な主体が協働により取組を進めていく必要が

ある。 

② 流通段階（製造、卸売、小売）で発生する食品ロスは、食品ロス全体の３

分の１にのぼる。平成３１年３月、農林水産省の「食品ロス削減のための商

慣習検討ワーキングチーム」（以下「ワーキングチーム」という。）におい

て加工食品や日配品の商慣習に関しての取りまとめが行われ、納品期限の緩

和等の動きが進展しているものの、更に実効性のある対策を進める必要があ

る。 

③ 食品ロス削減に向けて、家庭からの取組も重要であるが、買い物前のスト

ックチェックや、商品を陳列棚の手前から購入するなど、食品ロスを意識し

た消費行動の浸透にはまだ課題がある。また、食品ロスの削減に向けた具体

的な行動を促すよう、普及啓発等に継続的に取り組んでいく必要がある。 

④ 令和元年７月から計３４の業種区分について発生抑制の目標値を設定し

たものの、目標値の設定がなされていない業種区分も多い。 

発生抑制は、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成１２年

法律第１１６号。以下「食品リサイクル法」という。）において最優先で取

り組むべき事項であり、施策を更に強化する必要がある。 

また、食品リサイクル法の対象となっている業種は、食品製造業・食品卸

売業・食品小売業・外食産業の４業種であり、学校などは法の対象となって

いないことから、食品リサイクル法の対象とするよう検討する必要がある。 

⑤ 食品廃棄物のリサイクル促進のため、リサイクル施設の整備促進が重要で

ある。 

 

 

１７ 食品ロス削減施策の推進【最重点】 

食品ロス削減に向け、多様な主体と連携し、国民運動として食品ロ

スの削減を推進するとともに、食品リサイクル法の対象を拡大する

こと。 
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＜具体的要求内容＞ 

食品廃棄物の発生抑制及びリサイクル促進のため、次のとおり取り組むこと。 

① フードサプライチェーンが複雑に絡み合う過程で発生する食品ロスの削

減に向けて、事業者、消費者、行政等の各主体の連携の元、実効性ある取組

が進むよう施策を講じること。 

② ワーキングチームにおける議論等を更に進め、賞味期限の延長など一部企

業で行われている取組を業界全体に広げる方策を検討するなど、商慣習によ

る食品ロスの削減に引き続き取り組むこと。 

また、ＡＩ、ＩＣＴ等の情報通信技術を活用した流通段階における食品ロ

スの発生状況を事業者自らが把握するシステムの普及など、具体的な削減に

つながる施策を早急に打ち出すこと。 

あわせて、フードバンク等を活用し、発生した食品ロスの寄贈や再流通を

促進すること。 

③ 消費者の食品ロスに関する実態把握や理解促進が進むよう、行政や事業者

等における削減の取組を積極的に情報発信するとともに、食品ロス削減に関

して体系的に理解できる普及啓発資材の開発や、知識を得る機会の創出を積

極的に図ること。 

④ 令和元年７月に告示された食品循環資源の再生利用等の促進に関する基

本方針に基づき、発生抑制の目標値が設定されていない業種区分の目標値を

早期に設定すること。既に設定された目標値についても、更なる排出抑制促

進のため、目標値の見直しを検討すること。 

また、学校給食用調理施設について、平成２７年４月に公表された学校給

食から発生する食品ロス等の状況に関する調査結果を踏まえ、食品リサイク

ル法の対象とするよう検討すること。 

⑤ 食品廃棄物リサイクル施設の整備促進を図ること。 
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（提案要求先 国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・港湾局） 

 

＜現状・課題＞ 

平成２９年６月９日に兵庫県尼崎市において国内で初めて特定外来生物であ

る「ヒアリ」が確認されて以降、これまでに「ヒアリ」及び「アカカミアリ」（以

下「ヒアリ等」という。）が全国各地の港湾施設のみならず物流拠点でも確認さ

れている。 

ヒアリ等は攻撃性があり、人体への被害等を及ぼす生物であることから、ヒア

リ等が国内に定着した場合、国民の生活に大きな影響を与える可能性がある。 

また、ヒアリが定着している米国では、人体への被害に加え、年間の経済損失

が６０億ドルに上ると報告されており、その駆除に要する労力やコストは甚大な

ものとなることから、ヒアリ等の定着防止は正に喫緊の課題である。 

そのためには、ヒアリ等を海外から侵入させないための予防的な防除が何より

重要であるとともに、侵入が見られた場合には、初期段階における徹底的な防除

と継続的なモニタリング調査による定着防止措置が必要である。 

よって、次の事項について、国の緊急的かつ継続的な実施を強く求める。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）特定外来生物被害防止基本方針（平成２６年３月１８日閣議決定）の趣旨

を踏まえ、今後とも関係地方公共団体との緊密な連絡調整の下に対策を講じ

ること。 

（２）ヒアリ等が定着している海外港湾等からの貨物に対し、ヒアリ等の混入を

防止する方法等を検討し、関係国と協力して混入防止が確実に実施されるよ

うな仕組みづくりを進める等、海外からの貨物に係る予防的防除を実施する

こと。 

（３）上記（２）の対策が講じられるまでの間、東京港の外貿コンテナふ頭及び

その周辺におけるヒアリ等の調査について継続して実施すること。 

（４）ヒアリ等が確認された場合には、速やかに根絶及び拡散防止のための措置

を講じること。 

（５）今後も既にヒアリ等が定着している国や地域からのコンテナを取り扱う国

際港湾・空港エリアからヒアリ等が侵入することが想定されることから、コ

１８ ヒアリ等の侵入、定着防止措置の実施 

危険な特定外来生物であるヒアリ等を国内へ侵入定着させないた

め、関係国と協力して混入防止が確実に実施されるような仕組みづ

くりを進めるとともに、ヒアリ等が確認された場合には速やかに防

除を実施すること。国以外の者が防除を行う場合には、十分な財政

支援及び技術支援を実施すること。 
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ンテナの流通経路の把握、点検・調査の方法、緊急防除の実施体制など効果

的な防除に関して検討し、関係事業者に早期に周知すること。 

（６）地方公共団体及び関係事業者が調査・防除等を実施する場合の財政支援及

び技術支援を実施すること。 
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 （提案要求先 経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

資源の大量消費が気候変動や生物多様性の損失を地球規模で引き起こしてい

る。パリ協定が掲げる今世紀後半の温室効果ガス実質ゼロを達成するには、使い

捨て型の大量消費社会から持続可能な資源利用への大胆な移行を先進国が主導し

ていく必要がある。 

プラスチックは優れた素材であり、食品の保存等に欠かせないものであるが、

その一方で、海洋ごみになった場合、海洋生態系に大きな影響を与えるリスクが

増大しており、国際的にも早急かつ実効性のある対策が求められている。 

 

（１）世界の多くの国々でレジ袋をはじめとした使い捨てプラスチックに関する

規制が導入されている。他方、我が国では、レジ袋の有料化義務化は 2020

年７月から実施されるものの、バイオマスプラスチック製のもの等が対象外

とされるなど、実効性確保に不十分な点がある。また、それ以外の使い捨て

プラスチックに関しては削減を促す具体的な制度がない。さらに、再生プラ

スチック利用やリサイクル容易な設計を促す仕組みもない。 

プラスチックを使用する製品・容器の設計段階から、使い捨て製品の削減、

リユーザブル容器の採用、リサイクルしやすい構造・素材の採用、再生プラ

スチックの利用などを促すための実効性ある施策が必要である。 

 

（２）従来、事業系の廃プラスチック（容器包装廃棄物を含む。）については、

廃棄物処理法により適正処理が義務付けられているのみであり、リサイクル

は実質的に市場原理に委ねられてきた。 

そうした中、アジア諸国の輸入規制により廃プラスチックの輸出量が減少

し、需給バランスが崩れた結果、国内での処理が滞留し不適正処理のリスク

が懸念される状況になっている。 

バーゼル条約改正に的確に対応し、輸出される廃プラスチックを厳重に管

理すべきであることは言うまでもないが、同時に、排出事業者に事業系廃プ

１９ プラスチック対策の推進【最重点】 

（１）使い捨てプラスチックを大幅に削減するため、実効性ある施策

を講じること。また、再生品利用拡大や、製品の設計段階からリ

サイクルの視点を取り入れていくことなども併せて促進するこ

と。 

（２）廃プラスチックが国内において、更なる有効利用が図られるよ

う、新たな仕組みを構築すること。 
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ラスチックのリサイクルを求めるとともに、国内で適正にリサイクル又は高

効率熱回収される仕組みを早急に構築する必要がある。 

また、家庭から排出される廃プラスチックについても、容器包装リサイク

ルの仕組みを強化する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）使い捨てプラスチックを大幅に削減するため、以下の対策を講じること。 

① 省令によるレジ袋有料化の対象に、バイオマスプラスチックを配合した

もの及び海洋生分解性プラスチックのものを含めること。 

② プラスチック製容器包装や使い捨て製品を多量に使用する事業者等に対

し、容器包装等のリデュースやリユーザブル容器の採用、素材の統一等リ

サイクル容易な設計、再生材の利用などを促すため、省令で判断基準を示

す、定期報告を義務付けそれを公表するなど、実効性ある制度を構築する

こと。 

③ 資源利用に伴う温室効果ガスの排出、海洋プラスチック問題などの地球

規模の問題を広く周知するなど、消費者に対して実効性ある普及啓発を実

施すること。 

（２）廃プラスチックの適正なリサイクルを推進するため、以下の対策を講じる

こと。 

① 事業系廃プラスチックの排出事業者に対し、リユース・リサイクルを求

める制度を速やかに検討・構築すること。 

② 容器包装リサイクル法の対象になっていない事業系廃プラスチックが国

内で適切に循環利用されるよう、適正なリサイクル又は高効率熱回収のル

ートを国が認定し、廃棄物処理法の許可を要しないこととする等の制度を

構築するとともに、制度の積極的活用を関係事業者に促すこと。（図参照） 

③ 廃棄物処理法上の位置づけを明確化した上で、製造・販売事業者による

使用済みプラスチック製品・容器包装の回収を促すこと。 

④ 容器包装リサイクル法によるプラスチック製容器包装の分別収集に関し

ては、標準となる分別ルールを明確化し、国が統一的な普及啓発を行うこ

と。また、回収されたプラスチック製容器包装の材料リサイクル及びケミ

カルリサイクルについて、脱炭素化の方向性を検討しつつ、受入量の拡大

を図ること。 
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 参 考  

 

図－認定制度（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出事業者 

（中間処理業者を含む。） 

排出事業者 

（中間処理業者を含む。） 

排出事業者 

（中間処理業者を含む。） 

中間処理 

共同積替 

収集運搬 

収集運搬 

収集運搬 

高度リサイクル 

事業者等 

・材料リサイクル 

・ケミカルリサイクル 

・セメント原燃料化 

・RPF 化 

（要件は 10 年ごとに見直し） 
・ 

・ 

・ 

環境大臣 

①認定申請 ②認定 

認定範囲に関しては、許可・マニフェスト不要 

共同積替の場合、排出事業者と二次運搬に関する契約は不要

（再委託可） 

二次 

運搬 
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（提案要求先 環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

都心部に近接する東京の国立公園は、国内外から年間約１，７００万人の観光

客が来訪しているが、その魅力や自然の豊かさについての認知度は高くなく、ア

クセスや利用のための施設も限られているなど、ポテンシャルが十分に引き出さ

れているとはいえない。 

一方、国は観光振興について、国立公園のナショナルパークとしてのブランド

化を目指す「公園満喫プロジェクト」を推進しており、この中で阿寒摩周国立公

園など、先行して対象となった全国８か所の国立公園において重点的な投資を行

っているが、８公園に準じる公園として追加で対象となった富士箱根伊豆国立公

園も含め、東京の国立公園への対応は未だ十分ではない。 

国立公園事業については、平成１７年度にそれまで都道府県に措置されてきた

補助金制度が廃止され、国が直轄事業として執行することとなったが、その対象

事業は限定的なものとなった。 

さらに、国が行うとした事業の進捗も、極めて不十分であるため、現在、国立

公園施設の老朽化が進行している。 

一方、都が事業を実施するに当たっては、国立公園整備事業等を対象に平成２

７年度に自然環境整備交付金が、平成２９年度に環境保全施設整備交付金がそれ

ぞれ整備されたが、いずれも国の予算は十分なものと言えず、必ずしも継続的な

措置とは言えない状況である。 

ついては、各地域の実情やニーズ、あるいは利用の状況等に応じて、国立公園

を適正に活用していくために、次の取組を早急に進めることが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）東京にある３つの国立公園について、ナショナルパークとしてのブランド

化を進めるため、「国立公園満喫プロジェクト」等により計画的・集中的な

投資を行うこと。  

また、国立公園内のアクセスや回遊性を向上させる歩道整備、エコツーリ

２０ 国立公園の活用【最重点】 

（１）東京にある３つの国立公園について、ナショナルパークとし

てのブランド化を進め、世界の旅行者が長期滞在したいと望む

地とすべく、アクセス改善を含む積極的な観光振興を図ること。 

（２）国立公園事業等、本来国が実施すべき事業については、国が

着実に実施するとともに、対象を拡大すること。やむを得ず都

が行う場合には、それに見合う財源を措置すること。 
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ズム推進のための人材育成等、地域の観光振興のために都や地元自治体が行

うハード・ソフト対策について支援策を講じること。 

その際、国立公園の豊かな自然環境の次世代への確実な継承を念頭におき、

保護と利用のバランスを十分に図ること。 

（２）国立公園の事業は、自然公園法上、国が執行することが原則であることか

ら、これらについて、着実に行うとともに、事業の対象を拡大すること。 

さらに、東京都域の利用施設整備に係る国立公園事業について、国による

執行が一部に限られ不十分なこともあり、これまで東京都が担ってきた経緯

がある。こうした現状に鑑み、やむを得ず都が行う場合には、必要な財源を

措置するとともに、執行のための協議を一括で行うなど、迅速に事業が行え

るよう制度の運用を図ること。 

また、国立公園整備事業を対象にした地方自治体に対する自然環境整備交

付金及び環境保全施設整備交付金については、十分な予算措置を図り、継続

的な支援を行うこと。 
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 （提案要求先 環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

 国の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、廃棄物の

処理業者（収集・運搬、処分、リサイクル）その他の廃棄物処理に関わる事業者

は「国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者」として位置づ

けられている。 

こうした中、国は、廃棄物の適正かつ円滑な処理に向けた通知やＱ＆Ａを適時

発出するなど、社会インフラとしての廃棄物処理が円滑に実施されるよう様々な

対策を講じてきたが、新型コロナウイルスの感染者又はその疑いがある者が排出

した廃棄物や、それらを入れたごみ袋や容器等を介した感染リスクへの不安は払

拭されていない。感染から作業従事者を守るためには、手袋、マスクその他の個

人防護具の使用や、作業終了後の手洗い、手指消毒等の実施が不可欠であるが、

マスク、消毒液などの必要資材が不足し、安全対策が十分に講じられているとは

いえない。 

また、新型コロナウイルスについては、環境における生存期間その他の性状に

ついて不明な点が多く、未知なウイルスへの感染への不安から廃棄物等の取扱を

拒否する事例も出てきている。 

 新型コロナウイルスの収束が見通せないことから、廃棄物処理・リサイクルに

おける新型コロナウイルスへの対応は長期にわたり実施していく必要がある。 

 

 

＜具体的要求内容＞ 

廃棄物の処理やリサイクルにおける作業従事者の安全を確保するため、マスク

や消毒液等の必要資材の供給体制を確立し、それらを必要とする者が確実に調達

できるよう措置すること。 

また、新型コロナウイルス感染への不安を払拭するため、廃棄物の排出、収集

・運搬、処分、リサイクルの各段階における新型コロナウイルスの付着可能性、

生存期間等の性状を調査し、地方自治体及び関係業界に対して情報提供を行うと

ともに、詳細な感染防止対策を示すこと。 

 

２１ 廃棄物・リサイクル対策の拡充【最重点】 

廃棄物処理・リサイクルの仕組みを維持するため、新型コロナウ

イルス感染症対策を充実すること。 
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